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「新未来『創造』とくしま行動計画」主要施策等評価シート

基本目標３　「安全安心・強靱とくしま」の実現

主要施策

５ 守り抜く！くらし安全安心

     セーフティーネットの構築

4 「戦略的災害医療プロジェクト」の

    さらなる展開

１ みんなで守るとくしまの推進

2 進化する「とくしまゼロ作戦」の展開

3 強靱で安全な県土づくりの推進



このシートの見方について

1－1　とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生

数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

2

今後の取組方針 部局

1

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

Ｈ27取組内容と進捗状況・課題

「新未来『創造』とくしま行動計画」主要施策等評価シート

基本目標1「ふるさと回帰・加速とくしま」の実現

主要施策：1　魅力ある地域づくりの推進

部局

「新未来『創造』とくしま行動計画」～平成２７度版～の主要事業
の概要・数値目標・工程（年度別事業計画）を記載しています。

数値目標の「達成度」の考え方

数値目標の達成割合を算出し、次のように達成度を整理していま
す。
◎：達成 １００％以上
○：ほぼ達成 ８０％以上１００％未満
△：未達成 ８０％未満
―：平成２７年度の実績値が未判明

計画に掲げた「主要事業」に対する、
・H２７取組内容と進捗状況
・課題
・今後の取組方針

について記載しています。

主要施策に対する評価（案）です。
次の区分で整理しています。
Ａ：順調
Ｂ：概ね順調
Ｃ：要見直し

数値目標達成状況の考え方

主要施策を構成する全ての主要事業の「数値目標の達成度」を◎を２点、○を１点、
△を０点として、平均値を算出し、達成度に応じて次の区分で整理しています。
☆☆☆ １．８以上～２．０
☆☆ １．６以上～１．８未満
☆ １．６未満



　 　

 

数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

支援 → → →

1,400
人

1,700
人

2,000
人

2,300
人

1,498
人

◎

全国
5位

全国
6位

－

50人 60人 70人 75人 113人 ◎

推進 → → →

80人 220人 360人 500人 108人 ◎

40% 60% 80% 100% 38% ○

全校 全校 ◎

○「防災士」新規取得者数
　（３０歳未満の人口１０万人当たり）
　　　㉕２０．５人→㉚７５人

＜H27取組内容と進捗状況＞
　地域防災リーダーを養成する「地域防災推進員
養成研修（防災士資格試験の受験資格になる）」
を徳島大学（日本防災士機構の認証研修機関）と
共催し，防災士の資格取得を支援した。

＜課題＞
　特になし

　引き続き，「地域防災推進員養成研修」を行う
とともに，徳島大学と連携してＷＥＢ講義を行
い，遠隔地での受講を可能にし，防災士資格取得
を支援する。

部局

☆☆ A 危機・県土・南部・教育

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局
実績値
（H27）

工程（年度別事業計画）

○「防災士」登録者数（累計）【主要指標】
　　　㉕８３２人→㉚２，３００人

基本目標3「安全安心・強靱とくしま」の実現

3－1　みんなで守るとくしまの推進

番号 主要事業の概要・数値目標

○「防災士」新規取得者数（人口１０万人当た
り）
      ㉕全国１０位→㉚全国５位以内

主要施策：１　防災を担う人材の育成

○高校生防災士養成数（累計）
　　　㉕－→㉚５００人

224

225

●自助・共助の要となる地域防災リーダーとして
「防災士」の資格取得を支援します。＜危機＞

○県立学校における
　　防災士の資格を有する教員の配置率
　　　㉕－→㉚１００%

●地域住民と連携した防災教育を推進し、児童生徒
の防災対応能力の向上と地域防災の担い手の育成を
図ります。
＜教育＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
・防災活動に意欲のある高校生を募集したところ
定員を上回り「あわっ子防災士養成講座」を開催
することができた。その結果108名が防災士資格を
取得した。

・防災活動等に意欲のある教員を募り、平成27年
度は10名の教員が防災士資格を取得した。定期異
動により複数配置の学校があるが、各学校の防災
管理、防災活動に専門性を生かすことが出来た。

・防災クラブはH26年度20校から，14校新設し全県
立高校34校に設置した。27年度は各防災クラブの
年間計画と活動報告の提出を求めた。各防災クラ
ブでは学校の特色を生かした地域防災活動を盛り
込み防災ボランティア活動を展開した。

＜課題＞
・「あわっ子防災士養成講座」受講生全員の防災
士取得に至らなかったことから、事前学習や指導
体制をさらに充実させる必要がある。

危機

○県立高校の「防災クラブ」の設置校数
　　　㉕１５校→㉗全県立高校３４校

教育

・「あわっ子防災士養成講座」参加募集を５月よ
り開始し、地域防災に意欲のある高校生を１４０
名を定員に募集する。前年度資格取得した高校生
に地域で活躍する防災士と協働を通して地域防災
への参画を推進する。

・学校防災のけん引役と地域と連携する防災活動
のコーディネーター役として引き続き県立学校現
職教員１０名が地域防災推進員養成講座に参加し
防災士資格取得を図る。

・各防災クラブの実践力向上を図るため、高校生
防災研修会を実施する。地域と連携した防災活動
や、異校種で連携した防災活動を推進する。

1 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

開催

開催 開催 ◎

推進 → → →

15,000
人

15,000
人

20,000
人

20,000
人

33,860
人

◎

推進 → → →

330
機関

350
機関

375
機関

400
機関

483機関 ◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

　県民の防災に関する意識・知識の向上のため，
講座等の内容の充実と，幅広い層の県民の受講促
進を図る。

今後の取組方針 部局

危機

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．まなぼうさい教室　Ｈ27：77回
２．防災生涯学習推進パートナー機関数：483機関
「まなぼうさい教室」の開催や教職員に対する防
災教育の支援を行った結果、「防災生涯学習パー
トナー」が拡大し、幼小中高や児童館に防災啓
発・教育に関する情報を定期的に伝えられるよう
になった。

＜課題＞
特になし

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○「防災生涯学習推進パートナー」の機関数
　　　㉕－→㉚４８０機関

＜H27取組内容と進捗状況＞
　災害についての知識や家庭・地域での備えと
いった内容で，各種講座やイベントを積極的に実
施するとともに、「防災生涯学習コース」とし
て，幅広い層の県民の受講を促進した。

＜課題＞
　特になし

　まなぼうさい教室の積極的な開催と，防災生涯
学習推進パートナーへの情報発信に努める。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　平成27年8月5日から7日まで、「少年消防クラブ
交流会（全国大会）」が徳島県で開催された。
　45クラブ245名　指導員76名　計321名が参加
し、合同訓練や避難所訓練を行い、交流を深め
た。
　大会の気運を逃がすことなく、少年消防クラブ
を活性化するため、消防本部を対象に「指導者研
修」を実施するとともに、「少年少女消防クラブ
ニュース」を発行し、県内の3年以上の小中学生に
少年消防クラブの活動を広報した。
　
＜課題＞
　学校行事が多忙、指導者の不足、事務局の多忙
等による少年消防クラブの設立が困難であり対策
が必要である。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●地域防災の担い手となる人材の育成のため、実
践的な活動を取り入れるなど積極的な取組みをし
ようとするクラブを「モデル少年少女消防クラ
ブ」に選定し、重点支援を行います。
【目標追加】
○モデルクラブの選定数（累計）
　　　㉕－→㉚１０クラブ

○「防災生涯学習推進パートナー」の機関数
　　　㉕－→㉚４００機関

●防災人材育成センターと「まなびーあ徳島」等関
係部局が連携協力し、県民の誰もが自発的に防災に
ついて学ぶことができる「防災生涯学習」を推進し
ます。＜危機＞

227

228

226

●小中学校へ出向く「まなぼうさい教室」や教職員
を対象とした防災学習研修の開催を通じて、また、
関係機関等へ発信する「防災生涯学習推進パート
ナー通信」を活用して、学校・地域が連携した防災
活動を支援します。＜危機＞

○全国大会の開催
　　　㉗開催

○県立総合大学校「まなびーあ徳島」
　（防災生涯学習コース）講座受講者数
　　　㉕１３，８１７人
                   →㉗～㉘年間１５，０００人
　　　　　　　　　　 ㉙～㉚年間２０，０００人

　実践的な活動を取り入れるなど、積極的に取り
組むクラブを「モデル少年消防クラブ」に選定
し、資機材や活動服の経費を補助して、活性化を
支援する。
　消防本部や消防団と協力し、県内の小中学校に
出向く「出前講座」を実施し、消防団活動や少年
消防クラブ活動を一緒に体験するなどして理解を
深め、少年消防クラブ設立に繋ぐ。
　モデル少年消防クラブの活動を紹介した「少年
少女消防クラブニュース」を発行し、県内の小中
学生に広報する。
　平成28年8月3日から5日まで、宮城県南三陸町
で開催される「少年消防クラブ交流会（全国大
会）」に、県内から参加する少年消防クラブを支
援する。

●地域防災の担い手となる人材の育成のため、「少
年消防クラブ交流会（全国大会）」を開催するとと
もに、県内の少年消防クラブの交流機会の提供を推
進します。＜危機＞

危機

危機

2 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

18
市町村

20
市町村

22
市町村

24
市町村

17市町村 △

推進 → → →

15回 15回 15回 15回 23回 ◎

推進 → → →

480人 490人 500人 510人 523人 ◎

232 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
判定士資格認定講習会の実施
・H27.12三好市（14人）
・H28.2徳島市（66人）
　上記の取組により、更新を含む80人の判定士育
成を行った。

＜課題＞
　5年毎の資格更新の確実な実施

引続き講習会を実施し、判定士の育成を図る 県土

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 部局今後の取組方針

＜H27取組内容と進捗状況＞
　表示制度の導入を要請した結果、１市が導入し
た。
　消防団協力事業所を周知啓発するため、消防団
協力事業所の広報パンフレットを作成し、防災
フェスタや徳島ビジネスチャレンジメッセ、県内
大学祭、青年会議所徳島ブロックとの協定に基づ
き県内青年会議所に配布した。
　消防団協力事業所表彰式を防災フェスタで実施
し、２事業所を表彰した。

＜課題＞
　対象となる事業所がない等の理由で導入が進ま
ないことから対策が必要である。

　引き続き、消防団協力事業所表示制度の導入を
要請する。
　引き続き、各イベント等で広報を行うととも
に、新たに県内高校３年生に広報パンフレットを
配布し周知啓発を行う。
　引き続き、消防団協力事業所表彰を実施し、周
知啓発を行う。

研修会を開催し、判定士を育成し人材の確保を目
指す。

●消防団を中核とした、地域防災力の充実強化を図
るため、様々な地域防災の担い手との連携・指導、
救助や災害復旧等のニーズに対応する新たな取組み
などに「頑張る」消防団の活動を支援します。ま
た、消防団の加入促進や消防団協力事業所の顕彰を
行い、消防団を応援する地域づくりを推進します。
＜危機＞

番号 主要事業の概要・数値目標

●県南部圏域における次世代の防災活動の担い手を
育成するため、南部防災館と連携し、管内の学校等
への防災出前講座や訓練等を行い、防災教育を推進
します。＜南部＞

229

230

231

＜H27取組内容と進捗状況＞
　地震体験車を活用した防災出前講座や東日本大
震災を体験した講師を招いた防災研修などを行っ
た。また、南部圏域防災訓練において、地域の中
学生の参加による津波避難訓練、ヘリサイン作成
を実施した。

＜課題＞
　地域や学校ごとに防災・減災の取組みが異なる
ことから、より多くの学校において、さらに理解
と関心が深まるよう、啓発等進める必要がある。

●二次災害を軽減・防止し、住民の安全の確保を図
るため、被災した建築物について、危険度判定を実
施する被災建築物応急危険度判定士を育成し、発災
時の判定業務を円滑に行えるよう、判定訓練などを
実施します。＜県土＞

●二次災害を軽減・防止し、住民の安全の確保を図
るため、被災した宅地について、危険度判定を実施
する被災宅地危険度判定士を育成し、確保します。
＜県土＞

○被災宅地危険度判定士（確保人数）
　　　㉕４６９人→㉚５１０人

＜H27取組内容と進捗状況＞
・判定士育成研修会の実施（H27.10)

　上記の取組により、目標値を上回る523人を達成
した。

＜課題＞
・5年毎の資格更新の確実な実施

○「消防団協力事業所表示制度」の導入市町村数
　　　㉕１６市町村→㉚２４市町村

南部

○中・高校生を対象にした防災講座・訓練等実施
回数
　　　㉕１７回→㉗～㉚年間１５回以上

・南部防災館や関係機関との連携を図りながら、
防災出前講座をはじめ、様々な機会を通じ、防災
教育を推進する。

危機

県土

3 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

創設 創設 ◎

50人 100人 125人 150人 78人 ◎

16
市町村

18
市町村

20
市町村

24
市町村

14市町村 △

20,000
人

20,000
人

20,000
人

20,000
人

23,277
人

◎

5回 5回 5回 5回 5回 ◎

開催 開催 ◎

推進 → → →

6人 6人 6人 6人 １人 △

20回 20回 20回 20回 20回 ◎

危機・保健・県土・警察

県土

危機

　引き続き、地域の防災力を担う建設産業の担い
手確保・育成に向け、建設産業の魅力発信を行う
とともに、若年者や女性雇用の取組みを拡充する
ことにより建設業への入職の促進を図り、さら
に、就業者の定着を図るためのセミナー等を実施
する。

今後の取組方針H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．「快適避難所運営訓練･ﾘｰﾀﾞｰ養成講座」を開
催し，避難所の運営の体制づくりの支援に取り組
んだ。
２．防災出前講座や各種啓発講座等を実施し，県
民の防災意識の向上を図った。
３．市町村の代表からなる自主防災組織連絡会を
開催し，それぞれの取組や課題等の意見交換を行
うとともに，連絡会未結成市町には結成を働きか
けるなど，自主防災組織の活動活性化を促進し
た。

＜課題＞
　県全体で自主防災組織の組織率は93.2パーセン
ト(全国6位・全国平均81.0パーセント)になった
が、少子高齢化や過疎化により、地域防災の担い
手が充分に確保できない地域では、自主防災組織
や連絡会の結成が進んでいないところがある。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○「快適避難所運営リーダーカード」
　　交付者数（累計）　※「（仮称）」の削除
　　　㉕－→㉚１５０人

数値目標
の達成度

部局

☆ B

○「快適避難所運営・リーダー養成講座」の創設
　　　㉗創設

○防災出前講座受講者数
　㉕１６，５６３人→㉗～㉚年間２０，０００人

主要施策：２　地域防災力の強化

○「防災啓発サポーター」活動回数
　　　㉕－→㉗～㉚年間５回

○期間雇用者の建設企業への正規雇用者数（再
掲）
　　　㉕－→㉗～㉚毎年６人以上

実績値
（H27）

工程（年度別事業計画）

233

番号

234

●市町村が実施する自主防災組織の結成促進と活動
活性化の支援、避難所運営リーダーの養成、県民の
「津波避難意識」の向上を目的とした防災出前講座
の開催など、地域防災力の強化促進を図ります。＜
危機＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　魅力発信のための講座開催　5回
２　人材確保・育成支援セミナー等の開催　3回
３　支援巡回相談、説明会の開催　8回
４　モデル工事　4回
５　建設業入職促進事業における建設企業への正
　規雇用者数　1名

＜課題＞
　若年者や女性雇用の取組の拡大が必要

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●建設産業の担い手確保・育成に向け、建設産業
の魅力発信を行うとともに、若年者や女性雇用の
取組みを拡充することにより建設業への入職の促
進を図ります。また、就業者の定着を図るため、
技術者等のための研修や経営基盤強化のためのセ
ミナー等を開催します。さらに、魅力発信と育
成・支援を合わせたフィールド講座モデル工事を
実施します。
○若年者等の割合が15％以上の入札参加資格業者
数
　　　㉕－→㉚230社以上

○市町村単位の自主防災組織連絡会の結成
　　　㉕１３市町村→㉚全市町村（２４市町村）

主要事業の概要・数値目標

○「快適避難所運営リーダーカード（仮称）」
　　交付者数（累計）【主要指標】
　　　㉕－→㉚１５０人

○４県（三重県・和歌山県・徳島県・高知県）
　　自主防災組織交流大会の開催
　　　㉗開催

●地域の防災力を担う建設産業の担い手確保・育成
に向け、建設産業の魅力発信を行うとともに、未就
業者等を建設企業が期間雇用し、技能・技術の習得
を支援することにより建設業への入職の促進を図り
ます。また、就業者の定着を図るため、技術者等の
ための研修や経営基盤強化のためのセミナー等を開
催します。さらに、魅力発信と育成・支援を合わせ
たフィールド講座モデル工事を実施します。
＜県土＞

○魅力発信のための講座、研修、セミナーや
　支援制度説明会、モデル工事等の実施回数
　（再掲）
　　　㉕１１回→㉗～㉚年間２０回

　「快適避難所運営訓練･ﾘｰﾀﾞｰ養成講座」の内容
を充実し、避難所運営の体制づくりを支援すると
ともに、防災出前講座や各種啓発講座等を実施
し、県民の防災意識の向上を図る。
　また、こうした人材育成や住民主体の避難所運
営といった活動を通して、自主防災組織の活性化
を図り、自主防災組織連絡会の結成を促進する。

部局

4 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

235 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　県民会議総会等の開催による会員相互の情報共
有や活動促進を図ったほか，各種講座等を活用し
た啓発を行った。

＜課題＞
　特になし

　県民会議総会等の開催による会員相互の情報共
有や活動促進を図るとともに，各種講座等の実施
を通じてＦＣＰ（家族継続計画）の普及を推進す
る。

危機

236 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　県民会議会員ほか関係機関・団体等と連携して
10月11日に県立防災センターで「とくしま防災
フェスタ」を開催し，県民の防災意識の向上を
図った。

＜課題＞
　特になし

　「とくしま防災フェスタ」を開催し、子どもか
ら大人まで多くの県民の参加を得て，幅広い層を
対象に防災意識の向上を図る。

危機

237 実施 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　防災用品展示の公募を2月に実施し，民間事業者
等との連携により啓発を行った。

＜課題＞
　特になし

　公募により防災用品の募集を行い，県民の関心
を高める時宜にあった展示を実施する。

危機

238 実施 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
平成27年調査概要は、次のとおり
・調査地域　徳島県全域
・調査対象者　２０歳以上の県民　５，０００人
・抽出方法　無作為抽出
・調査時期　　平成２７年８月
・調査方法　郵送による
・有効回答率　４３．４％（２，１６９件）

＜課題＞
　調査結果から、南海トラフ巨大地震への危機意
識は高いものの、「自助」・「共助」の備えが低
いことが判明し、さらに、県や市町村に、「正
確・迅速な災害情報の伝達」、「避難場所・避難
所の整備」、「備蓄・支援物資の充実」「道路・
河川・堤防などのインフラの整備」などの対策の
要望があがっている。

「とくしま－０（ゼロ）作戦」地震対策行動計画
「後期計画」に対策事業を盛り込み、「震災時の
『死者ゼロ』」、「県土の強靱化」に向けた取り
組みを全庁を挙げて、加速する。

危機

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

部局H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針

●「とくしま地震防災県民憲章」の理念に基づき、
「とくしま地震防災県民会議」を中心とした自発的
な取組みを促進します。また、ＦＣＰ（家族継続計
画）の定着に向けて、ＦＣＰモデルの普及を図りま
す。＜危機＞

番号

●県民の防災意識に関する現状を把握・分析し、今
後の防災対策に反映するため、定期的に地震・津波
県民意識調査を実施します。＜危機＞

●子どもから大人まで幅広い年齢層が参加して地震
防災について学ぶ県民の集い「とくしま防災フェス
タ」を開催し、防災意識の向上を目指します。＜危
機＞

●防災・減災用品を県立防災センターにおいて公
募・展示するとともに、イベント等において展示・
紹介することにより、広く県民や自主防災組織等へ
の防災啓発に役立てます。＜危機＞

主要事業の概要・数値目標

5 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

239 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
・県社会福祉協議会と連携し、県央・県南・県西
の３ブロックにおいて、災害ボランティアセン
ターの設置・運営訓練を実施するとともに，「災
害ボランティアコーディネータ養成研修」や，
「災害ボランティア講座」などの各種講座等を開
催し，人材育成を図った。

・「防災とボランティア週間」に合わせ，啓発行
事や啓発パネル展を開催し，災害ボランティアに
関する啓発を行った。

＜課題＞
　発災時に備え、人材の育成や環境の整備が必要
である。

・災害時にボランティア活動が円滑に行われるよ
う、「災害ボランティアセンター」設置に向けた
運営訓練や運営の中核となる人材の育成等を引き
続き実施する。

・県社会福祉協議会と連携し，災害ボランティア
活動の啓発を行う。

危機
保健

240 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　災害情報協力員(防災ｳｵｯﾁｬｰ)156名を委嘱
２　全警察署において講習会を開催
　上記取組により、効果的な運用を図ることがで
きた。

＜課題＞
　今後も体制の維持、対応能力の向上等に継続的
に取り組んでいく必要がある。

・災害情報協力員制度を効果的に運用し、災害発
生時の正確な被害把握と迅速な救出救助に役立て
る。

警察

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

●災害発生時のボランティア活動は極めて重要であ
ることから、関係機関と連携して、災害ボランティ
アに対する啓発の実施や、ボランティアの力が効果
的に発揮されるよう活動環境の整備を促進します。
＜危機・保健＞

●防災活動に資する情報収集を目的とした警察の災
害情報協力員（防災ウオッチャー）※に対する講習
会等を実施し、効果的な運用を図ります。＜警察＞

6 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

50回 50回 50回 50回 110回 ◎

開催 開催 開催 開催 開催 ◎

242 実施 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
平成２８年１月２２日、県庁と徳島市役所にて、
国と共同で国民保護共同図上訓練を実施した。

＜課題＞
関係機関、県対策本部内の情報共有・連携体制を
更に高めることが必要である。

今後も、関係機関と連携して、継続的に訓練を実
施する。

危機

243 参加 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
 近畿府県合同防災訓練に参加した。

＜課題＞
　特になし

 引き続き近畿府県合同防災訓練に参加 危機

244 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　総合防災訓練、防災図上訓練等に鳥取県職員が
参加した。

＜課題＞
　特になし

 引き続き、広域的な連携体制の構築を図る。 危機

241

☆☆☆

工程（年度別事業計画）

危機
警察

部局

危機・農林・警察

部局

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　関係機関等と連携した防災訓練(H27：78回)
２　要配慮者等を対象とした防災講習会
　　(H27:32回)
　上記取組により、数値目標（50回）を上回る110
回の訓練等を達成した。
３　危機事象マニュアルの新規策定・改訂を行っ
た。
４　県内の防災・危機管理関係機関の取組につい
て
　意見交換・情報共有を行い連携の強化を図っ
た。

＜課題＞
　南海トラフ巨大地震や中央構造線活断層帯を震
源とする直下型地震など、あらゆる大規模災害の
発生に備え、防災関係機関との連携強化や県民の
防災意識の高揚等に継続的に取り組んでいく必要
がある。

　※　実績値は暦年統計

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○官民連携による各種防災訓練等の実施
　　　㉕５０回→㉚年８０回以上

・警察の災害対処能力向上を図るため、県警察災
害派遣隊や警察署等による災害警備訓練を実施す
る。また、防災関係機関や地域住民等と合同によ
る各種防災訓練・講習会等を実施し、相互の連携
を強化する。
・今後とも、社会情勢等の変化に応じ、危機事象
マニュアルの充実/強化を図ると共に関係機関と
連携を強化し、あらゆる危機事象に対応する。

今後の取組方針

A

主要事業の概要・数値目標

●府県を越えた広域的な災害に対応するために、関
西広域連合等と一体となって、被災府県への応援調
整や災害対応のための訓練を実施・参加します。＜
危機＞

○官民連携による各種防災訓練等の実施【主要指
標】
　　　㉕５０回→㉗～㉚年５０回以上

H27取組内容と進捗状況・課題

○ライフライン事業者・警察・消防・自衛隊等、
県内に所在する防災・危機管理関係機関を構成員
とした「徳島県危機管理総合調整会議」の毎年
開催による連携強化

●南海トラフ巨大地震をはじめとする危機事象に対
応するため、相互応援協定を締結している鳥取県
と、両県の市町村や民間団体の相互交流や連携を支
援すること等により、広域的な連携体制の構築を図
ります。＜危機＞

●国民保護法に基づき、武力攻撃事態や緊急対処事
態に迅速かつ的確に対応できるよう、国や隣接府
県、市町村、関係機関との共同訓練を実施します。
＜危機＞

主要施策：３　危機管理体制の拡充強化等

番号

●県民生活を脅かす、あらゆる危機事象に対応する
ため、「徳島県危機管理対処指針」に基づき、全庁
を挙げた危機管理対応を行うとともに、想定される
危機事象ごとのマニュアルの整備を進めます。
また、南海トラフ巨大地震及び国民保護などあらゆ
る危機事象に対応するため、関係機関の連携によ
り、人材育成や県民への広報活動などを行い、「と
くしまを守る力」の向上を図るとともに、警察、防
災関係機関、地域住民の連携による各種防災訓練な
ど、より実践に即した訓練の実施や、訓練による課
題を踏まえ、災害対策本部及び防災関係機関の応急
対処能力の向上等を図るほか、防災体制の検証を行
います。＜危機・警察＞

実績値
（H27）

数値目標
の達成度
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

245 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．全畜産農家への立入検査による家畜伝染病の
監視や衛生指導を実施した。

２．防疫演習・研修会等を実施した（11回）。

３．鳥インフルエンザモニタリング検査を実施し
た（毎月実施）。

４．国の防疫指針改正に伴い、備蓄資材（密閉容
器等）を整備するとともに、県防疫マニュアル
（鳥インフルエンザ：H27.9月、口蹄疫：H28.3
月）を改正した。

＜課題＞
　近隣諸国からの病原体侵入の危険性（鳥インフ
ルエンザウイルスを持ち込むと考えられている野
鳥）

・全畜産農家への立入検査、定期的なサーベイラ
ンスの実施を継続し、家畜伝染病の発生予防に努
める。

・県独自及び国主催の防疫演習等の実施により、
危機管理体制の更なる強化を図る。

・野鳥の監視対策を強化し、発生予防に努める。

農林

246 促進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
 まずは、郡内や隣接地域を単位として、段階的な
消防力の強化を目指すこととし、各消防本部及び
消防非常備町村に対し、市町村の消防広域化に係
る情報提供等の支援を行うとともに、非常備町村
の解消に向け、関係町村との調整を図った。

＜課題＞
　市町村及び消防本部において、市町村の消防広
域化についての意向が薄いため対策が必要であ
る。

引き続き、各消防本部及び消防非常備町村に対
し、市町村の消防広域化に係る情報等の支援を行
うとともに、非常備町村の解消に向け、関係町村
との調整を図る。

危機

247 参加 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練は、京都
府で１０月１７日・１８日に開催され、応援隊と
して参加した。
　中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練
は、香川県で１０月３１日・１１月１日に開催さ
れ、応援隊として参加した。

＜課題＞
　南海トラフに備え、応援、受援体制の更なる成
熟が必要

　緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練は、奈良
県で１０月２２日・２３日に開催され、応援出動
する予定。
　中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練
は、鳥取県で１０月２９日・３０日に開催され、
応援出動する予定。
　大規模災害発生時には、予め定められた出動計
画に基づき、被災都道府県に出動して活動できる
よう訓練に参加する。

危機

→ 実施 → 実施

実施 実施 準備 －

部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

今後の取組方針

＜H27取組内容と進捗状況＞
　平成28年に開催する「徳島県消防操法大会」に
おいて「水出しポンプ操法」を実施するため、必
要な資機材の整備や実施要綱を改正するととも
に、消防団員及び指導員の養成するなど、開催準
備を行った。
　第３０回から「徳島県消防操法大会」と改め
た。

＜課題＞
　水出し操法の訓練場の確保が困難な地域があり
対策が必要である。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●県消防操法大会において、実践に即した水出し
操法を実施するなど、市町村・消防団と協力し
て、県下の消防団員の技術力、迅速的確な行動、
規律、士気の向上を図ります。

危機

徳島県消防操法大会の開催
開催日：平成２８年７月２４日(日）
場　所：徳島県消防学校グラウンド
出　場：ポンプ車　　１１チーム
　　　　小型ポンプ　１９チーム
※小型ポンプは、全国大会の予選を兼ねる

　徳島県初の「水出しポンプ操法」で実施する大
会を安全に実施する。
　大会を開催することで、消防団員の技術力、迅
速的確な行動、規律、士気の向上を図る。

H27取組内容と進捗状況・課題

●消防職員の技術の向上や大規模災害時の効果的な
部隊運用力の向上を促進します。＜危機＞
　・緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練への参加
　・中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練へ
    の参加

●県消防操法競技大会を、難易度を上げて（水出し
ポンプ操法）実施するなど、市町村・消防団と協力
して、県下の消防団員の技術力、迅速的確な行動、
規律、士気の向上を図ります。＜危機＞

248

●定期的な情報収集やサーベイランス※、防疫資材
の備蓄及び防疫演習を実施し、口蹄疫、高病原性鳥
インフルエンザ等が発生した場合、家畜、家きん等
の殺処分、移動制限等必要な防疫措置を的確かつ迅
速に実施する体制の安定的維持を推進します。＜農
林＞

●災害の多様化等に対応した市町村の消防体制の整
備充実を図るため、市町村消防の組織統合や指令業
務の共同化、消防常備化などを促進します。＜危機
＞

○水出し操法の実施（隔年）
　　　㉘㉚実施

8 



　 　

 

数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

30% 60% 90% 100% 58.3% ◎

創設 整備中 －

推進 → → →

整備着
手

－ －

部局

☆☆☆ A 危機・政策・経営・警察

今後の取組方針

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　徳島東警察署の整備
　　治安・防災拠点となる新庁舎の整備に向け、
　整備場所を徳島地方裁判所跡地と決定し、整備
　手法については各種調査を実施のうえ、警察署
　単独事業としては全国初となるPFI手法とする
　こととした。
２　警察署、交番・駐在所等の整備
　　石井警察署の耐震改修工事を完了した。
　　美馬警察署の耐震改修工事に着手した。
　　鳴門警察署及び牟岐警察署において防災機能
　強化工事を実施した。
　　徳島西警察署蔵本町交番の改築工事を完了し
　た。
　　那賀警察署那賀町平谷駐在所の改築工事を完
　了した。

＜課題＞
　南海トラフ巨大地震等への備えや増加する老朽
施設等への対策を講じる必要がある。

基本目標3「安全安心・強靱とくしま」の実現

3－2　進化する「とくしまゼロ作戦」の展開

番号 主要事業の概要・数値目標

主要施策：１　災害対応体制の充実

実績値
（H27）

H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
庁内クラウドの運用/庁内システムの一部移行
・JoruriＧＷ、AiFSS/LMSなど４８システム中、２
８システムの移行が完了若しくは作業中（移行率
58.3%）。
・庁内システムの庁内クラウドへの移行を予定よ
り前倒しで行うことができた。
・耐災害性の高い情報システム基盤の安定運用。
・モバイルワーク環境をセキュアに運用。
・被災想定訓練を3回実施し，被災時の運用手順の
整理ができ，実際の被災時に備えることが出来
た。

県民向け災害情報ポータルサイトの創設
・整備内容や具体の運用について検討を進める

＜課題＞
庁内クラウドで稼働するためのソフトウェアライ
センス料など，移行費用が高額となる情報システ
ムがあること。

部局

●南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時におい
ても、ホームページをはじめ各種の県民への情報提
供等を含む業務継続に資するため、情報システムの
庁内クラウド※への統合を推進します。また、防災
や危機事象対応をより身近により分かりやすく伝
え、県民の意識向上を図るため、徳島防災情報ポー
タルサイト「安心とくしま」を充実・強化し、「災
害時情報共有システム」との連携を進め、多彩な地
理空間情報と連動した「県民向け災害情報ポータル
サイト」を創設します。＜経営・危機＞

危機
経営

○庁内クラウドへの移行システム数の割合
 【主要指標】
　　　㉕－→㉚１００％

●県都徳島市を管轄する徳島東警察署の治安維持機
能及び南海トラフ巨大地震等の災害時における防災
拠点機能を強化するため、同警察署の整備を進めま
す。
また、日頃の治安維持はもとより、大規模災害発生
時に治安対策や救助活動等の災害対策を行う活動拠
点として機能する警察署、交番・駐在所等の整備を
推進します。

警察

○徳島東警察署を核とした「新防災センター」の
  整備
　　　㉚整備着手

数値目標
の達成度

工程（年度別事業計画）

249

250

○地理空間情報と連携した
　「県民向け災害情報ポータルサイト」の創設
　　　㉘創設

計画どおり庁内クラウドを構築していく

・庁内クラウド運用
・庁内業務システムの庁内クラウドへの移行
・庁内クラウド災害対策運用訓練の実施

28年度のポータルサイト創設に向け，サイト構築
を行う

・サイト構築にあたっては，災害時情報共有シス
テムやSNSとの連携を図り，平時・有事とも広く
活用できる，県民の生活に密着したものとする。

・南海トラフ巨大地震等への備えや増加する老朽
施設等への対策のため、治安情勢や施設の現況を
踏まえ、施設の在り方の検討を行うとともに、新
たな視点により施設の整備等を進める。

9 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

促進 → →
全国
展開

全国
展開

－ －

機能
強化

運用 → →

1回 1回 1回 1回 1回 ◎

30,000
人

35,000
人

40,000
人

平成27年
度末

(29,086
人)

－

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局

・システムの処理能力向上のために、「安心とく
しまネットワーク基盤強化事業」を実施し、能力
増強を図る。
・ユーザーサポート事業を引き続き実施し、利用
者の拡大をはかる。
・企業ＢＣＰ等への活用など法人への導入強化
・多言語対応

●携帯電話を活用した安否確認サービス「すだちく
んメール」の機能を強化し、新たなサービスとして
提供し、災害時に地域住民が相互に安否情報を共有
できる体制を構築するとともに、企業や自治体が職
員の参集情報を共有できる体制を構築し、災害の迅
速な初動体制の確立を図ります。＜危機＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
・本県で2年間実施した，実証実験の成果を
　引継ぐために設立された，
　「一般社団法人スマートテレビ連携・地域
　　防災情報等対応システム普及高度化機構」が
  実施した,マイナンバーカードを使った
  避難訓練（実証実験）に協力した。
・NHK徳島放送局及び四国放送の２局同時に、
　避難指示画面を表示させることに成功した。

＜課題＞
　防災システム完成に向けては、都道府県をまた
がった実証実験の実施。また、平時に提供する
サービスの充実など、民間ビジネスとしての自立
に向けた検討

政策

252

＜H27取組内容と進捗状況＞
○配信能力の向上について
・H27年度のシステム更新において、ヤフーのメー
ル配信システムから、民間のメール配信サービス
に変更し、メール配信の迅速化を図った。
（ヤフー利用時は、全登録者への送信に30分程度
かかっていたが、更新後は、数分程度に改善。）

○普及促進について
・県内全市町村への広報用チラシの配布
・法人単位での登録向けに、複数の者を一度にま
とめて登録できる、「一括登録」の機能をシステ
ム構築

＜課題＞
・平成27年度のシステム更新により、すだちくん
SNSなど機能が増えており、利用者に対する登録や
利用に関するサポートが必要である。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●機能強化により、パソコンやスマートフォン、
タブレットだけでなく、従来型携帯電話からでも
簡単に登録でき、配信スピードも大幅にアップし
た安否確認サービス「すだちくんメール」によ
り、災害時に地域住民が相互に安否情報を共有で
きる体制を構築するとともに、企業や自治体が職
員の参集情報を共有できる体制を構築し、災害の
迅速な初動体制の確立を図ります。

○情報入力・共有の迅速化
　　　㉕１回→㉗～㉚操作説明会の年1回以上の
                    実施

危機

○新すだちくんメール 登録者数（累計）
　　　㉕－→㉚４０，０００人

251

○避難誘導システムの全国放送局への導入協力及
び展開
　　　㉕実証実験→㉚全国展開

●テレビ放送と高速情報通信基盤を利活用した「避
難誘導システム」を普及させるため、国や放送事業
者等と連携し、全国の地上デジタル放送局への導入
を促進します。
＜政策＞

番号 主要事業の概要・数値目標

・システムの完成に向け、機構が実施する実証
　実験に引き続き協力する。
・総務省及び都道府県防災担当課等の強力を
　得ながら，全国の放送局や自治体防災担当者に
　対し実証実験への参加を呼びかけ，システムの
　全国展開を促進する。
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

訓練
実施

→ → →

12回 12回 12回 12回 11回 ○

254 促進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
・災害時情報共有システムの機能強化等により、
円滑な災害対応を促進した。
・CATV事業者についてもLアラート経由により情報
共有できるようにした。

＜課題＞
　特になし

　今後、災害時情報共有システムに参加する防災
関係機関を増やし、防災情報の共有・広報に努め
る。

危機

255 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　「関西減災・防災プラン」等と整合をとった地
域防災計画に改定した。

＜課題＞
　特になし

引き続き「関西防災・減災プラン」や「広域防災
活動計画」と整合をとった地域防災計画とし、広
域災害に対する計画的な対策の推進を図る。

危機

見直し 運用 → →

見直し 見直し ◎

257
訓練・
研修
実施

→ → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　災害時市町村派遣職員の研修や総合防災訓練に
おける応急活動訓練を実施した。

＜課題＞
　特になし

　現地の被災状況に応じた的確な応急対策活動へ
の支援を図るため、昨年度に引き続き災害時市町
村派遣職員等の研修及び総合防災訓練を実施す
る。

危機

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局

危機256

●国の人工衛星を利用して情報を全国に送る「全国
瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）」を活用し、
県独自の情報訓練や津波対応訓練等を実施します。
＜危機＞

○「広域防災活動計画」の見直し
　　　㉗見直し

●ライフライン事業者や市町村、マスコミ等をはじ
め各種関係機関と情報共有する災害時情報共有シス
テムの機能強化等により、円滑な災害対応を促進し
ます。また、インターネットだけでなく、ＣＡＴＶ
等からも情報を取得できるよう、広報体制を強化し
ます。＜危機＞

●関西広域連合が策定する「関西減災・防災プラ
ン」等と整合をとった地域防災計画とし、広域災害
に対する計画的な対策の推進を図ります。＜危機＞

253
　今後も月１回の情報訓練や津波対応訓練等を実
施し、動作確認を行うと共に、本システムの習熟
に努め、確実な情報伝達体制を構築する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　概ね月1回の情報訓練や津波対応訓練等を実施し
た（災害対応のため実施できない月があった）。

＜課題＞
　特になし

●県職員で構成する被災者支援チーム、防災専門家
チーム、災害時市町村派遣チームから成る「徳島県
職員災害応援隊」において、迅速な県職員の応援派
遣や現地の被災状況に応じた的確な応急対策活動へ
の支援を図るために、訓練及び研修を実施します。
＜危機＞

H28.4月に発生した熊本地震を踏まえ、H27に見直
した内容について再検証を行い、その結果、必要
に応じて内容を見直しする。

危機

○県、独自の情報訓練の実施
　　　㉕２回→㉗～㉚年１２回開催

●大規模災害時における広域防災活動の充実・強化
を図るため国の定める「南海トラフ地震における具
体的な応急対策活動に関する計画」に即して「広域
防災活動計画」を見直します。＜危機＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
　「南海トラフ地震における具体的な応急対策活
動に関する計画」に即した「広域防災活動計画」
に見直した。

＜課題＞
　特になし

11 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

258 運用 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　徳島県警察災害派遣隊員を指定
２　平成27年５月、徳島県警察災害派遣隊災害警
　備訓練を実施
　上記取組により、必要な体制を整え、対処能力
の向上を図った。

＜課題＞
　南海トラフ巨大地震等の大規模災害の発生に備
え、継続的な対処能力の向上及び部隊間の連携強
化に取り組む必要がある。

･被災地への迅速な出動と的確な救出救助活動等
に取り組むため、継続的な訓練等を実施し、部隊
の練度向上に努める。

警察

実施 → → →

参加 参加 参加 参加 参加 ◎

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
　中国・四国管区内警察合同広域緊急援助隊等災
害警備訓練（H27：香川県で開催された同訓練に参
加）
　上記取組により、数値目標を達成した。

＜課題＞
　南海トラフ巨大地震等の大規模災害の発生に備
え、更なる対処能力の向上や他県、関係機関との
連携強化が必要である。

・災害に対する更なる対処能力の向上や広域的な
関係機関との協力を図るため、継続して同訓練に
参加し、連携を強化する。

●他府県との広域的な連携を図り、訓練を通じて災
害時における対処能力の向上に努めます。＜警察＞

259

●県警察で構成する「徳島県警察災害派遣隊※」を
迅速に出動させ、被災地での的確な救出救助活動等
を行います。
＜警察＞

○「中国・四国管区内警察合同広域緊急援助隊等
　災害警備訓練」の開催及び同訓練への参加
　　　㉗～㉚参加

警察

12 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

5万人 5万人 5万人 5万人
59,773

人
◎

8,000
人

8,000
人

8,000
人

8,000
人

8,891
人

◎

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

◎

→ →
運用
開始

運用

運用開
始

－ －

今後の取組方針 部局

☆☆☆ A 危機

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．「防災週間」や「津波防災の日」などにおい
て各種講座や啓発行事を適時適切に実施し，各市
町村・消防本部との連携による移動防災センター
の開催，公募展示や月替わりの防災パネル展の実
施などにより防災センターの利用を促進し，県民
の防災意識の向上を図った。
２．救命救急資機材として、大型油圧救助器具、
水難救助用資機材、ＮＢＣ災害用防護服等を整備
した。
３．防災センターの無線設備の通信回線を増やす
などの機能強化を行った。

＜課題＞
　特になし

　防災センターを活用した多彩な講座や啓発行事
の開催，移動防災センターの実施により，県民の
防災意識の向上を図る。

　引き続き、平成２９年度中の運航開始を目指
し、整備を進めていく。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　平成２７年４月に、「第２回徳島県消防防災ヘ
リコプター機体更新仕様等検討会」を開催し、ヘ
リコプターの性能及び装備品等、必要事項の検討
を行った。
　平成２７年７月に入札を実施し、落札業者を決
定した。
【契約額：２,０３０,４００千円 (ヘリサット含
む)】
　平成２９年度中の運航開始を目指し整備を進め
ている。

＜課題＞
　特になし

部局

危機

●消防学校・防災センターについて、県庁災害対策
本部の補完、支援物資の集配など、災害対策拠点と
しての機能の充実を図ります。また、防災センター
における啓発及び地震体験車を活用した移動防災セ
ンターを通じて、県民の防災意識の向上を図りま
す。
また、消防学校教官による「災害医療遊撃隊」を創
設し、最新の「救命救急資機材」の整備と併せて、
消防学校訓練を通じて消防職・団員等への技術浸透
を図るとともに、災害時には、「災害医療遊撃隊」
が資機材を適時・適所に機動的に配備します。＜危
機＞

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

○防災センター利用者数（移動防災センター含
む）【主要指標】
　　　㉕５万人→㉗～㉚年間５万人

260

261

主要施策：２　防災施設等の整備

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○「災害医療遊撃隊」による最新資機材の整備
　　　㉗～㉚整備・充実

○「県防災メモリアルデー※」等特別啓発行事
  参加者数
　　　㉕４，１００人→㉗～㉚年間８，０００人

●消防防災ヘリは、平成１０年６月から運航を開始
しており、機体更新に向け、機種等について検討を
行い、整備を進める。また、ヘリコプターから直
接、映像を通信衛星に送信し、県庁等の災害対応拠
点でリアルタイムに受信するヘリサットシステムを
装備します。＜危機＞

危機

○ヘリサットを装備した
  次世代消防防災ヘリコプターの配備
　　　㉙運用開始

13 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

262 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
 市町村が実施する整備事業経費の補助を行った。
　１　孤立化対策ヘリポート整備　→　３箇所
　２　通信手段確保　→　衛星携帯電話２台
　３　通信訓練を２回実施した。
 
＜課題＞
　・ヘリポート整備：適地選定等が必要
　・通信手段確保　：電源確保、機器操作の習熟

　市町村がヘリポート整備や衛星携帯電話等の通
信手段を導入する際の支援に引き続き取り組む。

危機

263 促進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　平成２８年５月のデジタル移行期限を見据え
て、県下１３消防本部の内１２本部と３非常備町
村が、消防救急デジタル無線の整備が完了し運用
を開始した。

＜課題＞
　特になし

　平成２８年５月末に県下全体の消防救急デジタ
ル無線の整備が完了し６月から運用開始後、引き
続き、消防救急無線のネットワーク化の促進を
図っていく。

危機

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針

●地震や集中豪雨等による孤立集落の発生に備え、
臨時ヘリポートの緊急的な整備や、通信手段を確保
するため衛星携帯電話等の導入を行う市町村を支援
するとともに、県・市町村・住民が協働で通信訓練
等を行います。＜危機＞

●大規模災害時等において円滑な救助活動を展開す
るため、消防無線のデジタル化に併せて、県庁・各
消防本部間のネットワーク化を促進します。＜危機
＞

部局

14 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

340戸 500戸 670戸 840戸 294戸 〇

促進 → → →

3箇所 － －

推進 → → →

用地買
収中

－ －

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

☆☆ B 危機・県土

266

○鉄道高架事業の推進
　　　㉕調査設計中→㉚用地買収中

部局

　津波避難場所の設置に向け、関係自治体と候補
地の検討を行うとともに関係機関との調整を進め
る。

部局

＜H27取組内容と進捗状況＞
　関係自治体と候補地の検討を行うとともに関係
機関との調整を行った。

＜課題＞
　本線工事の計画・工程との調整。

・引き続き、空き家・空き建築物の一体的な除却
を促進する。

・空き家再生等促進事業補助金交付要綱を制定す
る。

・南海トラフ特措法に基づき必要となる「市町村
地域防災計画」の改訂や沿岸市町における「津波
避難対策緊急事業計画」の作成を支援し、地元市
町村とも連携をし、地域の実情に応じた地震・津
波対策を一層加速させる。

今後の取組方針H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
　老朽危険空き家・空き建築物となる要件を緩和
し、空き家・空き建築物の一体的な除却を促進し
た。

＜課題＞
　市町村における空家等対策計画の策定が必要。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　都市計画決定の手法について徳島市と協議を進
めるとともに、合意後速やかに都市計画決定が行
えるよう、手続に必要な調査・設計を県・市それ
ぞれに実施した。

　上記の取組により、調査設計を推進した。

＜課題＞
　徳島市及びＪＲ四国との合意形成が必要

主要施策：３　災害時の避難路の確保

県土

○四国横断自動車道「徳島JCT～阿南IC間」に
  おける津波避難場所の設置箇所数
　　　㉕－→㉚３箇所

●高規格道路等の整備に併せて、津波避難困難地域
の解消に向けた避難路や避難場所の整備を促進しま
す。＜県土＞

●踏切の除去による道路交通の円滑化及び津波浸水
が想定される鉄道沿線地域において、避難路や救援
路、一時避難場所などの機能確保を図るため、徳島
市が実施するまちづくりと一体となって、鉄道高架
事業を推進します。＜県土＞ 県土

危機
県土

○老朽危険建築物（空き家等）除却戸数（累計）
【主要指標】
      　㉕８４戸→㉚８４０戸

264

265

●津波避難困難地域の解消をはじめ、地域の安全性
を確保するため、老朽化して危険な空き家・空き建
築物の除却や市町村における空家等対策計画の策定
を支援し、災害に強いまちづくりを進めます。＜危
機・県土＞

　早期事業着手に向け、県、徳島市、JR四国の３
者合意を得る。

15 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

40箇所 45箇所 50箇所 60箇所 40箇所 ◎

推進 →

250
箇所

300
箇所

271
箇所

◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局

　地震発生時の、がけ地の安全性の向上と、命を
守る避難路、避難場所の確保を推進する

　引き続き津波浸水エリア内における県管理道路
に、通行量や浸水深など、緊急性、有効性等を考
慮し、優先度の高い箇所から海抜表示シートを設
置する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　命を守る土砂災害防止施設の整備と併せて津波
からの避難路、避難場所を３箇所整備した。

＜課題＞
　市町の津波避難計画との調整、地元ニーズのこ
まやかな把握に努め整備を進める必要がある。

県土

○がけ地の保全に併せた
　避難路・避難場所整備箇所数（累計）
　　　㉕２９箇所→㉚６０箇所

●津波浸水想定エリアの住民や道路利用者等の速や
かな避難行動を促進するため、「海抜表示シート」
を設置します。＜県土＞

県土

○津波浸水想定エリア内における
　海抜表示シートの設置（累計）
　　　㉕１９４箇所→㉘３００箇所

●がけ地の保全整備に併せて、津波避難困難地域の
解消に向けた避難路や避難場所の整備を推進及び促
進します。
＜県土＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
　津波浸水エリア内における県管理道路（阿南那
賀川線他）に４１箇所（累計２７１箇所）の海抜
表示シートを設置した。

　上記の取組により、数値目標を達成した。

＜課題＞
発注時には設置箇所優先順位の内部調整が必要

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○津波浸水想定エリア内における
　海抜表示シートの設置（累計）
　　　㉕１９４箇所→㉘３５０箇所

267

268

16 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

創設 創設 ◎

100% 100% 100% 100% 100% ◎

100% 100% 100% 100% 100% ◎

1,700
件

1,800
件

1,900
件

2,000
件

2,128件 ◎

推進 → → →

12市町 13市町 14市町 15市町 14市町 ◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

主要施策：４　木造住宅等の耐震化促進
部局

☆☆☆ A 県土

引き続き、補助制度の創設を促す。

今後の取組方針 部局

＜H27取組内容と進捗状況＞
・H27年度に県民の要望に100％対応し、県内214戸
の耐震改修への支援を行った（簡易改修を含
む）。
・H27年度に診断から改修工事まで補助申請の手続
きをワンストップで行う「耐震支援パック」制度
や、建替えや住替えに伴う耐震性のない木造住宅
の除却に対する支援制度として「住替え支援事
業」を創設した。

＜課題＞
　診断から改修工事へつながるよう、「耐震支援
パック」制度の普及啓発、きめ細かな訪問相談等
の実施、安価で取組やすい改修工法の開発・普及
が必要。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　耐震診断義務付け建築物のある全ての市町に補
助制度の創設を促し、H27年度に２市(鳴門市、阿
波市)において新たに要綱を策定した。

＜課題＞
　さらなる市町村への働きかけが必要。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○耐震診断義務付け建築物のある
　全ての市町村での補助制度創設
　　　㉕１０市町→㉘１５市町

●耐震の診断申込みから工事完了まで補助申請の手
続きを「ワンストップ」で行う制度を設けるととも
に、住宅の倒壊等から助かる命を助けるため、徳島
県耐震改修促進計画に基づき、平成３２年度末の住
宅の耐震化率１００％を目標に、リフォーム・改
修・住替え事業による木造住宅の耐震化の取組みを
促進します。＜県土＞

県土

○耐震相談件数（累計）
　　　㉕１，５５４件→㉚２，０００件

●民間建築物の耐震診断・耐震改修補助を行う市町
村を支援します。＜県土＞

県土

○耐震診断義務付け建築物のある
　全ての市町村での補助制度創設
　　　㉕１０市町→㉚１５市町

○リフォームを伴う
　「木造住宅の耐震化工事」に対する支援
　　　㉗～㉚県民ニーズに１００％対応

○「“すぐできる”住宅耐震化事業」の創設
　　　㉗創設

○木造住宅等の診断から
　耐震改修や住み替えへの支援【主要指標】
　　　㉗～㉚県民ニーズに１００％対応

・診断から改修工事へつながる取組として、補助
申請に係る手続きの簡素化や、きめ細かな訪問相
談等を実施する。

・安価で取り組みやすい改修工法を開発・普及す
る。

270

269

17 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

83% 100% 83% ◎

60% 83% 100% 60% ◎

280箇
所

286箇
所

293箇
所

305箇
所

283箇所 ◎

工事促
進中

－ －

工事促
進中

－ －

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

主要施策：５　「緊急土砂災害対策」の促進
部局

☆☆☆ A 県土

県土
　土砂災害の防止については、自助・共助・公
助、ハード・ソフト一体となった事業進捗に努め
る

○土砂災害の危険性のある要配慮者利用施設
　及び避難所の保全施設数（累計）
　　　㉕２６９施設→㉚３０５施設

○祖谷川流域の直轄地すべり対策事業の推進
　（善徳地すべり防止区域）
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

○吉野川水系直轄砂防事業の推進
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

＜H27取組内容と進捗状況＞
・８箇所の施設を保全した。
・繰り返し要望等を行い、H28年度に基礎調査１０
０％を達成する予算を確保
・基礎調査を推進し、実施率が２３％上昇した。
・市町村に対し、啓発マップの公表を呼びかけ、
公表率が６０％上昇した。

＜課題＞
　ハード事業（施設整備）とソフト事業の（住民
啓発、避難体制）のバランスが必要

●土砂災害による被害から生命・財産を守るため、
土砂災害危険箇所に関する情報を広く住民に提供
し、土砂災害の危険性を認識してもらうとともに、
砂防設備等による要配慮者利用施設等の重点的な保
全を図るなど、ハード・ソフト一体となった整備を
推進します。＜県土＞

○基礎調査の実施率【主要指標】
　　　㉕３３％→㉘１００％

○市町村が行う土砂災害啓発マップの公表率
　　　㉕－→㉙１００％
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

100% 100% ◎

策定 策定 ◎

24ﾁｰﾑ 25ﾁｰﾑ 26ﾁｰﾑ 27ﾁｰﾑ 24チーム ◎

1ﾁｰﾑ 1ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ ◎

240
機関

240
機関

240
機関

1,100
機関

240
機関

◎

100% 95.9% △

100% 99.1% △

100% 87.6% －

100% 100% ◎

2箇所 5箇所 7箇所 10箇所 2箇所 ◎

○引き続き「ＤＭＡＴ研修」への受講者推薦及び
「ローカルＤＭＡＴ研修」の開催を継続すること
で、発災後の迅速な医療救護活動に対応できる体
制づくりに努める。
○引き続き加入医療機関の登録を働きかけるとと
もに、入力訓練の継続的な実施により、発災時の
迅速かつ円滑な病院支援等を図る。
○年２回の県内研修を実施予定。
○【県立高等学校施設耐震化率】
　・引き続き耐震化を推進する。
○【市町村立小中学校施設耐震化率】
　・設置者に対して引き続き指導・助言を行う。
○平成28年度末までに耐震化を完了する予定の3
施設4棟。
徳島寮　1棟
美馬警察署本館、つるぎ庁舎　2棟
千畳敷展望休憩所　1棟

平成28年度末までに廃止する予定の2施設3棟、
麻植寮　2棟
美馬寮　1棟

次の14棟3施設については、今後、対応方針を決
定し、速やかに耐震化等の対策を講じる。
新野高校　12棟
徳島東警察署　1棟
阿波吉野川警察署本館　1棟

災害時において、医療活動を迅速・的確に行うた
めには、人材の育成や関係者によるネットワーク
を整えておくことが最も重要であるので、これら
をはじめ、早急に整備すべきものから、具体化し
ていきたい。

○市町との協議、調整を図り道の駅の防災拠点化
を推進する。

災害医療体制の整備
○災害拠点病院（１１病院）の耐震化率
　　　㉕７３％→㉗１００％

○戦略的災害医療プロジェクト 基本戦略
　　　㉕－→㉗策定

●災害時において防災拠点等となる県施設等につい
て、耐震化計画に基づき計画的に耐震化を進めま
す。また、災害関連死をはじめとする「防ぎ得た
死」をなくすため、災害時から平時へのつなぎ目の
ないシームレスな医療提供体制を構築することを目
的に、「戦略的災害医療プロジェクト」を推進する
とともに、災害拠点病院等における災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）の体制整備を進めるなど、更な
る災害医療体制の向上を図ります。
＜危機・保健・県土・教育＞

その他の県有防災拠点施設等の耐震化の推進
○県有防災拠点施設等の耐震化率
　　　㉕８６％→㉚１００％に向けて推進

基本目標3「安全安心・強靱とくしま」の実現

3－3　強靱で安全な県土づくりの推進
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＜H27取組内容と進捗状況＞
○災害拠点病院（１１病院）の耐震化工事は、全て完了
し、耐震化率100％となった。
○戦略的災害医療プロジェクト基本戦略
平成２７年８月７日　第４回戦略的災害医療プロジェクト
会議開催
平成２７年１１月１２日　第５回戦略的災害医療プロジェ
クト会議開催
平成２８年２月９日　第６回戦略的災害医療プロジェクト
会議開催
平成２８年３月１５日　戦略的災害医療プロジェクト基本
戦略策定
○厚生労働省が行う「ＤＭＡＴ研修」への受講者推薦を行
うとともに、２７年度から新たに「ＤＭＡＴ研修」の一部
を都道府県が行う「ローカルＤＭＡＴ研修」を実施した。
○H26年度に設置した県立中央病院の先遣隊に加えて、徳島
県精神科病院協会を通じて徳島ＤＰＡＴへの登録を依頼し
た結果、県内全ての精神科病院（17）と徳島県精神保健福
祉センターより登録があった。
１．徳島ＤＰＡＴ登録証交付式（H27実施）
２．徳島ＤＰＡＴ研修会（H27：2回）
○「災害時情報共有ｼｽﾃﾑ」加入医療機関数の数値目標を達
成、27年7月から毎月第2月曜日に加入医療機関を対象に入
力訓練を実施している。
○【県立高等学校施設耐震化率】
　平成27年度末の耐震化率　95.9％
　耐震改修事業を実施した。　７校
○【市町村立小中学校施設耐震化率】
  平成27年度末の耐震化率  99.1％
　耐震改修事業を実施した。３市町
○その他の県有防災拠点施設等の耐震化の推進
吉野川保健所を含む４施設７棟の改修をした。
平成27年4月1日時点での耐震化率87.6％。
(平成28年4月1日時点での見込は94.8％　現在、平成28年4
月1日時点の調査を行っている最中)
○県営住宅の耐震化率
・耐震性の無かった18棟は、県営住宅集約化PFI事業による
集約化対象団地であり、平成27年7月15日に用途廃止され
た。これにより、県営住宅の耐震化率は100％を達成した。
○「道の駅」防災拠点化整備事業済箇所数
・H27末に2箇所完了
（「道の駅　もみじ川温泉」「道の駅　温泉の里神山」）
　上記の取組により、数値目標を達成した。

＜課題＞
○「ＤＭＡＴ」ﾁｰﾑを着実に増やすために、研修受講を促進
する必要がある。
○徳島ＤＰＡＴ隊員の資質向上のため、継続した研修が必
要。
○高校再編に伴う整備計画の早期確定。
○設置者の整備計画の早期確定。
○「防災拠点等となる県有施設耐震化計画」の期間終了後
(H27年度まで)に耐震が終了していない施設は、21棟8施設
の予定
○施設整備の運用について道の駅の管理主体である市町と
の調整が必要

危機
保健
県土
教育

○県営住宅の耐震化率
　　　㉕９２．０％→㉗１００％

○「道の駅」防災拠点化整備済箇所数（累計）
　　　㉕－→㉚１０箇所

○「ＤＰＡＴ」（災害派遣精神医療チーム）の
　体制整備
　　　㉕－→㉙１９チーム

○「災害時情報共有システム」加入医療機関数
　　　㉕１１３機関→㉚１，１００機関

耐震基準に適応した災害等に強い安全な学校施設
の整備
○県立高等学校施設耐震化率
　　　㉕８４％→㉗１００％

○市町村立小・中学校施設耐震化率
　　　㉕９７％→㉗１００％

○ＤＭＡＴの体制整備【主要指標】
　　　㉕２１チーム→㉚２７チーム

主要施策：１　地震・津波災害に強い
　　　　　　　まちづくり

部局

☆☆ B 危機・保健・農林・県土・企業・教育

部局今後の取組方針番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

19 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

100% ５市町 －

推進 → → →

着工 － －

推進 → → →

14箇所 17箇所 19箇所 21箇所 14箇所 ◎

5箇所 6箇所 7箇所 9箇所 5箇所 ◎

41% 43% 45% 46% 43% ◎

55% 60% 65% 70% 53% ○

148
箇所

153
箇所

158
箇所

163
箇所

146箇所 ○

83% 84% 85% 86% 83% ◎

20km 22km 24km 25km 20km ◎

273

274

275

＜H27取組内容と進捗状況＞
・海岸・河川堤防等の地震・津波対策の実施数
　１．海岸堤防（～H27）
　　①宍喰海岸（那佐地区）
　　②撫養港海岸（桑島瀬戸地区）
　　③撫養港海岸（岡崎地区）
　　④日和佐港海岸（大浜地区）
　　⑤浅川港海岸（浅川地区）
　　⑥徳島小松島港海岸（沖洲地区）
　　⑦椿泊漁港（椿泊地区）
　　⑧牟岐漁港（楠ノ浦）
　　⑨由岐漁港（由宇地区）
　　⑩鞆奧漁港
　　⑪宍喰漁港
　２．河川堤防（～H27）
　　⑫宍喰川　⑬福井川　⑭海部川
・河川水門の耐震化実施箇所数（～H27）
　①出島川水門　②芝生川樋門
　③打樋川水門（阿南）
　④善蔵川　⑤新池水門
・水門・樋門等の自動化・閉鎖率　43%
　陸閘10箇所の自動化（電動化）・廃止を行っ
た。
・緊急輸送道路（重点整備区間）
　　一般国道１９５号他３０箇所で整備を推進
・緊急輸送道路（斜面対策）
　落石等の危険度が高く、通行量の多い一般国道
１９５号他４箇所の落石対策を実施
・緊急輸送道路（橋梁(15m以上)耐震化率）
　高島高架橋（鳴門公園線）他４橋の耐震化を実
施
・緊急輸送道路を補完する農林道の整備延長
　農道及び林道の累計20ｋｍの整備を行った。
・農道５路線で0.5kmの開設により、累計で6km
・林道３路線で0.5kmの開設により、累計で14km

　上記の取組みにより、目標を達成した。

＜課題＞
　予算の確保が必要

○海岸・河川堤防等の
　地震・津波対策の実施数（累計）
　　　㉕８箇所→㉚２１箇所（全５９箇所中）

○河川水門の耐震化実施箇所数（累計）
　　　㉕４箇所→㉚9箇所

○水門・樋門等の自動化・閉鎖率
　　　㉕３８％→㉚４６％

・事業予算の確保に向け、機会ある毎に国に提言
を行っていくともに、各施設の整備を計画的に推
進していく。
・引き続き、緊急輸送道路等における橋梁の耐震
化を進める。
・引き続き、安全かつ快適な通行が可能となるよ
う、交通の隘路となる箇所の整備を進めていく。

○緊急輸送道路等における
　橋梁（15ｍ以上）の耐震化率
　　　㉕７８％→㉚８６％

＜H27取組内容と進捗状況＞
　防災拠点施設の基本設計を実施した。

＜課題＞
　河川法の手続きを早期に実施する必要がある。

○津波避難困難地域解消のための計画策定率
　（対象８市町）
       ㉕－→㉚１００%

●津波から避難するための、避難路・避難場所等の
整備を推進し、津波避難困難地域の解消を図りま
す。＜危機＞

○西部健康防災公園の整備
　　　㉙広域防災拠点の着工

県土

今後の取組方針

○緊急輸送道路における
　斜面対策の実施箇所数（累計）
　　　㉕１３８箇所→㉚１６３箇所

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

　南海トラフ特措法に基づき必要となる「市町村
地域防災計画」の改訂や沿岸市町における「津波
避難対策緊急事業計画」の作成を支援し、地元市
町村とも連携をし、地域の実情に応じた地震・津
波対策を一層加速させる。

●救命救急や防災活動等を支援する緊急輸送道路な
どのインフラ整備を推進します。＜農林・県土＞

　平成２８年度に実施設計を行い、防災拠点施設
のうち西部防災館（仮称）の建築工事に着手す
る。

 ○緊急輸送道路を補完する農林道の整備延長
   （累計）
　　　㉕１７km→㉚２５km

部局

＜H27取組内容と進捗状況＞
　H27.3.18　２市１町　総理大臣同意完了
　H28.3.30　１市１町　総理大臣同意完了
　
　残るは、１市２町（阿南市、牟岐町、海陽町）

＜課題＞
　特になし

○緊急輸送道路における
　重点整備区間（３０箇所）の改良率
　　　㉕４０％→㉚７０％

●西部圏域の防災拠点や津波被害が想定される沿岸
地域の後方支援拠点となる「西部健康防災公園」の
整備を推進します。＜県土＞

農林
県土

危機

20 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

33校 37校 41校 45校 36校 ◎

推進 → → →

31% 32% 33% 34%
－

H29.8頃
－

推進 → → →

40% 60% 80% 100% 33% ○

276

277

278 残る１６市町について、調査を推進する。

●南海トラフ巨大地震に備えるため、災害時に重要
な拠点となる病院や避難拠点など、人命の安全確保
を図るために、給水優先度が特に高い施設へ給水す
る管路について、優先的に耐震化を進め、確実に給
水できる体制を目指します。＜危機＞ 危機

○重要給水施設管路の耐震適合率
　　　㉔２９％→㉚３４％

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

●大規模盛土造成地の有無等を調査し、住民への情
報提供をホームページ等で行うことにより、防災意
識の向上を図ります。＜県土＞

県土

○大規模盛土造成地の調査結果の公表率
　　　㉕－→㉚１００％

＜H27取組内容と進捗状況＞
・大規模盛土造成地の抽出のための調査を実施し
た。
・大規模盛土造成地が無いことが確認された８町
村についてホームページで公表した。

＜課題＞
　関係市町との調整が必要

数値目標
の達成度

番号

●一定の地域をカバー（支援）する「拠点避難所」
の指定を促進するとともに、「拠点避難所」となる
県立学校等の整備を推進します。＜危機・教育＞

引き続き，国庫補助事業の要件緩和など国へ政策
提言するとともに担当者会議や講習会を開催し，
技術の向上を図る。

主要事業の概要・数値目標

○避難所施設整備を行った県立学校数（累計）
　　　㉕２４校→㉚４５校（全校）

H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．耐震化事業の実施にあたり，国に対して「採択要
件の緩和」及び「補助率の引き上げ」等，助成制度の
充実・強化に向け，政策提言を平成24年度から継続的
に実施。（政策提言累計７回）
２．耐震化に対する認識や理解が高まるよう，技術研
修（年２回）を通じた市町村水道事業者への指導
３．予算要望に向けた市町村水道事業者への助言や指
導を実施。
４．市町村長が参集する会合において，円滑な事業の
実施について協力を求めた。
○現在Ｈ２６実績値をとりまとめ中（８月頃判明予
定）

＜課題＞
１．財政基盤の弱さに加え，国庫補助事業の採択基準
が厳しく，活用できない市町村が多い。
２．水道事業に携わる技術職員数が年々減少傾向にあ
り，技術等の承継に取り組むことが必要である。

＜H27取組内容と進捗状況＞
・天井部材落下防止　4校
・窓ガラス飛散防止　3校
・防災用電灯設備　4校
・太陽光発電+蓄電池　4校
・地震時解錠装置　2校
　
＜課題＞
　避難所の安全性を確保するとともに、ライフラ
インの確保・避難生活をサポートする資機材等を
充実させることが必要。

部局今後の取組方針

・引き続き避難所機能の強化・充実を推進する。
危機
教育
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

74% 81% 85% 93% 74% ◎

推進 → → →

17% 17% 17% 40% 17% ◎

促進 → → →

工事
施工中

－ －

279

280

281 県土

○旧吉野川・今切川・那賀川・桑野川の
 地震・津波対策の促進
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

＜H27取組内容と進捗状況＞
計画どおり次の区間を供用開始できた。
・長岸河底横過トンネル(445ｍ)
・今切第３配水支管(950ｍ)
優先度を考慮し、次の区間の耐震化に着手
・鳴門配水本管(撫養)布設替工事(H29まで)
・幸野配水支管布設替工事(H28まで)

　(445+950)／計画延長8395ｍ＝16.6％（計画値）
　　　　　　　　　　　　 ≒17％
＜課題＞
　断水工事施工にかかる利水企業との綿密な
行程調整が必要。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　旧吉野川、今切川、那賀川及び桑野川の河口部
において堤防の嵩上げ・液状化対策を実施すると
ともに、吉野川の「榎瀬川樋門」の耐震化を進め
るなど、直轄管理河川の地震・津波対策を促進し
た。

＜課題＞
　予算の確保が必要

・着手済み事業を適切な工程管理に基づき、着実
　に完成へ導くと共に、次年度以降の実施計画で
　ある以下の設計委託を発注する。

・今切配水本管布設管設計(H29事業)
・幸野配水支管布設管路更生設計

・計画から５年経過したため、管路更新計画見直
　しを行う。

　事業予算の確保に向け、機会ある毎に国に提言
を行っていく。

・着手済み事業を適切な工程管理に基づき、着実
　に完成へ導くと共に、次年度以降の実施計画で
　ある以下の設計委託を発注する。

・日野谷発電所水路橋耐震補強設計(H30事業)
・日野谷発電所水圧鉄管小支台補強設計(H30事
業)

●大規模地震等の災害時においても、工業用水の安
定供給を確保するため、管路更新計画に基づき、管
路の老朽化対策及び大規模地震に対する耐震化対策
の整備を図ります。
＜企業＞ 企業

○整備率（更新優先度が高い管路Ｌ＝８．４ｋｍ）
　　　㉕－→㉚４０％

＜H27取組内容と進捗状況＞
・勝浦発電所水圧鉄管耐震対策工事を実施
・坂州発電所大規模改良工事を実施中であり
　上部建屋を撤去、H28年度の建屋耐震化に向け
　着実に行程を進めた。
・川口ﾀﾞﾑ管理所擁壁耐震対策に着手した。
・日野谷発電所川側擁壁耐震対策(H26～H29)を継
　続実施中
　20/27施設＝74.07％

＜課題＞
 河川区域内の擁壁耐震対策にあっては、河川協
議も踏まえた工程管理と、非出水期(11月～5月)
の施工となる。

今後の取組方針

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題主要事業の概要・数値目標番号 部局

●大規模地震等の災害時においても、水力発電の安
定供給を確保するため、発電拠点施設の地震対策及
び老朽化対策など必要な整備を図ります。＜企業＞

企業

○整備率（耐震化完了施設数／全施設数２７）
　　　㉕６７％→㉚９３％

●津波の河川遡上による被害を軽減するため、直轄
管理河川において、堤防の嵩上げや液状化対策及び
水門・樋門の耐震化を促進します。＜県土＞
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

促進 → → →

工事
促進中

－ －

工事
促進中

－ －

工事
促進中

－ －

282

○四国横断自動車道（徳島東～小松島間）の整備
　　　㉕用地買収中→㉚工事促進中

○四国横断自動車道（徳島ＪＣＴ～徳島東間）の
  整備【主要指標】
　　　㉕調査設計中→㉚工事促進中（㉛供用）

＜H27取組内容と進捗状況＞
○四国横断自動車道（徳島ＪＣＴ～徳島東間）
平成３１年度の供用に向け、事業を促進した。
　・設計協議全地区完了
　・三村・米津干拓地区の用地買収に着手
　・(仮称)吉野川大橋下部工事に着手
　・沖洲地区の盛土工事に着手
○四国横断自動車道（徳島東～小松島間）
用地買収・工事を促進した。
　・大原地区の用地買収に着手
　・沖洲高架橋下部工事に着手＜沖洲地区＞
○四国横断自動車道（小松島～阿南間）
用地買収・工事を促進した。

＜課題＞
○四国横断自動車道（徳島ＪＣＴ～徳島東間）
  円滑に工事が進められるよう用地取得に全力で
取り組む。
○四国横断自動車道（徳島東～阿南間）
　円滑に工事が進められるよう用地取得に取り組
む。

○四国横断自動車道（徳島ＪＣＴ～徳島東間）
　平成３１年度の供用に向け、用地買収及び工事
を促進する。
○四国横断自動車道（徳島東～小松島間）
　用地買収・工事を促進する。
○四国横断自動車道（小松島～阿南間）
　用地買収・工事を促進する。

主要施策：２　道路交通ネットワークの
　　　　　　　機能強化

部局

☆☆☆ A 県土

番号 主要事業の概要・数値目標

●近畿及び四国内の交流基盤となる四国横断自動車
道（徳島ＪＣＴ～阿南間）の整備を促進します。＜
県土＞

○四国横断自動車道（小松島～阿南間）の整備
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

今後の取組方針 部局

県土

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

－ －

完成 － －

策定 策定 ◎

283 県土

○「津田地区活性化計画」の策定
　　　㉗策定

＜H27取組内容と進捗状況＞
○津田地区への追加ＩＣ設置、阿南ＩＣへの
　追加ランプ設置
・津田追加ICの連結許可を取得した。(H27.7)
・国・県での阿南IC追加ランプに関する基本協定
を締結した。(H28.3)
○高松自動車道の四車線化
平成３０年度の供用に向け、工事を促進した。
○「津田地区活性化計画」の策定
　・「徳島小松島港津田地区活性化計画検討
　　会」開催
　・H28.3月「徳島小松島港津田地区活性化計
　　画」策定

＜課題＞
○津田追加IC、阿南IC追加ﾗﾝﾌﾟ
　本線整備に遅れることがないよう、工程管理、
事業間調整を密に行う。
○高松自動車道の四車線化
　工事が円滑に行われるよう関係機関と調整を行
う。
○策定した「津田地区活性化計画」の実現に向け
ては、コスト縮減策（安価な埋立土砂の確保）の
検討や着実な予算確保が必要。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●高速道路ネットワークの機能強化を図るため、
津田地区追加ＩＣ、阿南ＩＣ追加ランプを設置す
るとともに、「暫定二車線区間の解消」など、道
路を賢く使う取組みを推進します。
また、徳島小松島港津田地区において、「活性化
計画」に基づき「とくしま回帰先進地」としての
再生に向け、高速道路供用に必要な取組みを推進
します。
【目標の追加】
○「津田地区活性化計画」の実現に向けた土地造
成
　　　㉕－→㉚埋立概成

○津田地区への追加ＩＣ設置、阿南ＩＣへの追加
ランプ設置
　高速道路本線と同時供用を図るため、調査設計
など、事業推進を図る。
○高松自動車道の四車線化
　平成３０年度の供用に向け、工事を促進する。
○「徳島小松島港津田地区活性化計画」の実現に
向け、土地造成に係る取組みを進める。

○高松自動車道の四車線化
　　　㉕工事施工中→㉚完成

○津田地区への追加ＩＣ設置、阿南ＩＣへの
　追加ランプ設置
　　　㉕－→㉚工事促進中

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

●高速道路ネットワークの機能強化を図るため、津
田地区追加ＩＣ、阿南ＩＣ追加ランプを設置すると
ともに、「暫定二車線区間の解消」など、道路を賢
く使う取組みを推進します。
また、徳島小松島港津田地区において、産業構造の
変化や時代のニーズへの対応を図るため、「物流機
能の充実強化」、「既存ストックの有効活用」、
「防災機能の強化」の観点を含め、将来の方向性を
示す「活性化計画」を策定します。＜県土＞

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

今後の取組方針 部局H27取組内容と進捗状況・課題
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

促進 → → →

工事
促進中

－ －

事業
促進中

－ －

事業
促進中

－ －

事業
促進中

－ －

促進 → → →

工事
促進中

－ －

４車線
化工事
促進中

－ －

工事
促進中

－ －

284

285
○一般国道３２号猪ノ鼻道路（延長８．４km）の
  整備
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中（㉜供用）

○一般国道５５号阿南道路（延長１８．４km）の
  整備
　　　㉕一般国道１９５号まで１７．２kmの供用
　　　→㉚那賀川大橋周辺２．１kmの４車線化工
　　　　　事促進中（㉛完成）

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（福井道路）
　の整備
　　　㉕調査設計中→㉚事業促進中

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（桑野道路）
　の整備
　　　㉕調査設計中→㉚事業促進中

○地域高規格道路徳島環状道路（延長21.7km）の
  整備
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

●交流の基盤を支える一般国道３２号、一般国道５
５号バイパスなどの主要幹線道路の整備を促進しま
す。＜県土＞

県土

○一般国道５５号牟岐バイパス（延長２．４km）
　の整備
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

県土

○地域高規格道路阿南安芸自動車道（海部道路）
　の整備
　　　㉕調査中
        （牟岐～県境間 計画段階評価実施中）
　　　→㉚事業促進中

●高規格幹線道路と一体となって高速交通ネット
ワークを形成する地域高規格道路について、徳島環
状道路、阿南安芸自動車道の整備を促進します。＜
県土＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
○徳島環状道路(徳島南環状道路）
　未供用区間の工事を促進した。
　【H27実施主要工事】
　・法花横断歩道橋
　・金魚池橋
○徳島環状線（国府藍住工区）
　埋蔵文化財発掘調査、用地買収を推進した。
○徳島環状線（新浜八万工区）
　測量設計を推進した。
○阿南安芸自動車道（桑野道路）
　調査設計・用地買収を促進した。
　・明谷地区の用地買収に着手
○阿南安芸自動車道（福井道路）
　  調査設計を促進した。
○阿南安芸自動車道(海部道路)
　新規事業化に向けて、都市計画・環境アセスメ
ントを進めるための調査を促進した。

＜課題＞
○徳島環状道路（国府藍住工区、新浜八万工区）
　円滑に工事が進められるよう用地取得に取り組
む。
○徳島環状道路(徳島南環状道路)
　円滑な事業進捗が図られるよう用地取得を促進
する。
○阿南安芸自動車道（桑野道路、福井道路）
　円滑な事業進捗が図られるよう用地取得を促進
する。
○阿南安芸自動車道（海部道路）
　国へ海部道路の重要性および早期の新規事業化
を要望していく。

＜H27取組内容と進捗状況＞
○一般国道３２号猪ノ鼻道路
平成３２年度供用に向けて、工事促進をした。
【H27実施主要工事】
・西山トンネル
・箸蔵第２橋上部工
・新猪ノ鼻トンネル(香川県側)
○一般国道５５号阿南道路
平成３１年度那賀川大橋周辺の４車線化に向け
て、工事促進をした。
【H27実施主要工事】
・那賀川大橋上部工
・桑野川大橋上部工
・原ヶ崎高架橋上部工
○一般国道５５号牟岐バイパス
用地買収、工事促進をした。
【H27実施主要工事】
・海部病院周辺切土工
・第2橋下部工

＜課題＞
　工事が円滑に行われるよう関係機関と調整を行
う。

○徳島環状道路（徳島南環状道路）
　用地買収、工事促進をする。
○徳島環状線（国府藍住工区）
　埋蔵文化財発掘調査、用地買収、工事を推進す
る。
○徳島環状線（新浜八万工区）
　測量設計、用地買収、工事を推進する。
○阿南安芸自動車道（桑野道路）
　調査設計、用地買収を促進する。
○阿南安芸自動車道（福井道路）
　調査設計、用地買収を促進する。
○阿南安芸自動車道(海部道路)
　新規事業化に向けて、都市計画・環境アセスメ
ントを進めるための調査を促進する。

○一般国道３２号猪ノ鼻道路
平成３２年度供用に向けて、工事促進をする。
【残主要工事】
・西山トンネル
・箸蔵第１トンネル
・箸蔵第１橋
・新猪ノ鼻トンネル
○一般国道５５号阿南道路
平成３１年度供用に向けて、工事促進をする。
【残主要工事】
・中島高架橋
・中島OFFランプ橋
○一般国道５５号牟岐バイパス
用地買収、工事促進をする。

番号 主要事業の概要・数値目標
実績値
（H27）

工程（年度別事業計画）

H27取組内容と進捗状況・課題 部局今後の取組方針
数値目標
の達成度

25 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

設立 設立 ◎

2回 2回 2回 2回 2回 ◎

286

○「徳島県新幹線導入促進期成会（仮称）」の設
立
　　　㉗設立

＜H27取組内容と進捗状況＞
１ 徳島県四国新幹線導入促進期成会の設立
２ 設立記念シンポジウムの実施
３ 四国新幹線ＰＲキャラクターの制作
４ 徳島県四国新幹線導入促進期成会による国へ
の要望活動
５ 四国鉄道高速化促進期成会など四国の連携に
よる国への要望活動（H27:5回）

　上記により、実現に向けた取組みを推進し、期
成会の設立及びＰＲ活動実施の目標を達成した。

＜課題＞
　四国新幹線の実現に向けては、世間の更なる理
解や機運醸成を図り、国政レベルの議論のそ上に
載せる必要がある。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○「徳島県四国新幹線導入促進期成会」の設立
　　　㉗設立

政策
県土

●日本全体の新しい「リダンダンシー」の確保・
「二眼レフ構造」の国土構築や、最新の新幹線技術
による「技術立国日本の再生」など、日本再生の起
爆剤となる四国新幹線の実現を目指します。＜政
策・県土＞

○四国新幹線実現に向けた機運醸成に係るＰＲ
  活動回数【主要指標】
　　　㉕２回→㉗～㉚年間２回

主要事業の概要・数値目標

☆☆☆ A

　実現に向けた機運醸成に向け、県民の理解の深
化、自治体や経済界など志を同じくする全国の皆
様との連携強化を図るため、幅広い層が参加でき
るイベントの実施、四国４県の連携事業の推進な
どを行う。

主要施策：３　四国新幹線実現への取組み
部局

部局

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題番号 今後の取組方針

政策・県土

26 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

工事推
進中・
徳島環
状線一
部供用

－ －

1箇所 3箇所 1箇所 ◎

工事
推進中

－ －

推進 → → →

用地
買収中

－ －
○鉄道高架事業の推進
　　　㉕調査設計中→㉚用地買収中

○徳島地区渋滞対策協議会で特定された
　主要渋滞箇所の対策実施箇所数（累計）
　　　㉕－→㉚３箇所

○放射道路（延長２３．２㎞）の整備
　　　㉕工事施工中→㉚工事推進中

○外環状道路（延長３５．０㎞）の整備
 【主要指標】
　　　㉕工事施工中→㉚工事推進中
　　　㉚徳島環状線（末広住吉工区「安宅交差
　　　　点」上りランプを含む 北行き０．９
        ㎞）の一部供用

●渋滞の著しい交差点の緩和・解消に努めるととも
に、都市部の慢性的な渋滞を解消するため、徳島市
中心部とその周辺地域における放射環状道路の整備
を推進します。
＜県土＞

主要事業の概要・数値目標

●踏切の除去による道路交通の円滑化及び津波浸水
が想定される鉄道沿線地域において、避難路や救援
路、一時避難場所などの機能確保を図るため、徳島
市が実施するまちづくりと一体となって、鉄道高架
事業を推進します。（再掲）＜県土＞

287

288

主要施策：４ 都市部における渋滞対策の推進

県土

・外環状道路（徳島南環状道路）の用地買収、工
事促進をする。

・外環状道路（国府藍住工区）の埋蔵文化財発掘
調査、用地買収、工事を推進する。

・外環状道路（新浜八万工区）の測量設計、用地
買収、工事を推進する。

・外環状道路（末広住吉工区）の工事を推進す
る。

・放射道路（上八万バイパス・一ノ瀬工区）の用
地取得、工事を推進する。

　早期事業着手に向け、県、徳島市、JR四国の３
者合意を得る。

＜H27取組内容と進捗状況＞
○外環状道路（徳島南環状道路）の未供用区間の
工事促進をした。
　【H27実施主要工事】
　・法花横断歩道橋
　・金魚池橋

○外環状道路（国府藍住工区）の埋蔵文化財発掘
調査、用地買収を推進した。

○外環状道路（新浜八万工区）の測量設計を推進
した。

○外環状道路（末広住吉工区）の工事を推進し
た。

○徳島南環状道路の一部供用により渋滞箇所が１
箇所解消（国道４３８号園瀬橋北詰交差点）

○国道４３８号上八万バイパスの工事を推進し
た。

＜課題＞
　早期完成に向け事業進捗を図る

＜H27取組内容と進捗状況＞
　都市計画決定の手法について徳島市と協議を進
めるとともに、合意後速やかに都市計画決定が行
えるよう、手続に必要な調査・設計を県・市それ
ぞれに実施した。

　上記の取組により、調査設計を推進した。

＜課題＞
　徳島市及びＪＲ四国との合意形成が必要

県土

県土

H27取組内容と進捗状況・課題番号 部局今後の取組方針

☆☆☆ A

部局

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

27 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

1,250
施設

5,000
施設

5,100
施設

5,201
施設

1,298
施設

◎

224
施設

252
施設

283
施設

317
施設

234
施設

◎

26施設 26施設 26施設 26施設 26施設 ◎

6公園 6公園 7公園 8公園 6公園 ◎

28団地 30団地 31団地 34団地 28団地 ◎

14施設 14施設 15施設 15施設 15施設 ◎

4箇所 5箇所 6箇所 7箇所 4箇所 ◎

28施設 32施設 36施設 40施設 28施設 ◎

○老朽化対策に着手した都市公園数（累計）
　　　㉕１公園→㉚８公園

○老朽化対策に着手した
　道路施設（橋梁、トンネル等）数（累計）
　　　㉕１６１施設→㉚３１７施設

○老朽化対策に着手した港湾施設（岸壁等）数
  （累計）
　　　㉕１１施設→㉚１５施設

○老朽化対策に着手した基幹的水利施設数
 （累計）
　　　㉕２１施設→㉚４０施設

○老朽化対策に着手した県営住宅数（累計）
　　　㉕２６団地→㉚３４団地

○長寿命化計画策定済み土木施設数（累計）
【主要指標】
　　　㉕１，１０９施設（２１．３％）
　　　→㉚５，２０１施設（１００%）

○老朽化対策に着手した漁港施設（岸壁等）数
  （累計）
　　　㉕２箇所→㉚７箇所

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針

289

●公共施設の老朽化に備え、必要な機能を維持しつ
つ、将来の改良・更新コストを抑制するため、構造
物の長寿命化計画を早期に策定し、老朽化対策を推
進します。
＜農林・県土＞

○老朽化対策に着手した
　河川管理施設（排水機場等）数（累計）
　　　㉕９施設→㉗２６施設

・引き続き、計画的に老朽化対策を推進する。

・老朽化対策に着手した漁港施設（岸壁等）数
　事業予算の確保に向け、機会ある毎に国に提言
を行っていくともに、各施設の整備を着実に推進
していく。

☆☆☆

＜H27取組内容と進捗状況＞

・橋梁、トンネルなど、171施設について、長寿
命化計画を策定
・橋梁、トンネルなど、34施設の老朽化対策に着
手
・26の河川管理施設について、老朽化対策に着手
・文化の森総合公園の老朽化対策を実施
・地蔵橋団地の老朽化対策を実施
・1漁港（瀬戸漁港）において老朽化対策を実施
した。
・かんがい排水事業勝浦地区で造成された「勝浦
用水」において、7施設の老朽化対策に着手し
た。

＜課題＞
　予算の確保が必要

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○長寿命化計画策定済み土木施設数（累計）
　　　㉕１，１０９施設（２１．３％）
　　　→㉚５，１９５施設（１００%）

農林
県土

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

主要施策：５ 「長寿命化プロジェクト」の
             推進

A

部局

部局

経営・農林・県土

28 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

－ －

－ －

291 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　関係機関と連携し、１市３町の点検業務の一括
発注を行うなど、市町村が行う老朽化対策を支援
した。

＜課題＞
市町村の予算の確保が必要

　市町村の意向調査を行い，引き続き支援を実施
する。

県土

○施設類型毎の
　「個別施設計画（全１７計画）」の策定
　　　㉕－→（㉛１００％）

●県が保有する全ての公共施設等について「徳島県
公共施設等総合管理計画」に基づき「老朽施設の戦
略的な長寿命化」を図ります。＜経営＞

○対象施設（公共建築物）の詳細現況調査
　　　㉕－→（㉛１００％）

●道路インフラの老朽化対策を効果的に実施するた
め、関係機関と連携し、橋梁点検業務等の一括発注
を行うなど、市町村が行う老朽化対策を支援しま
す。＜県土＞

290

番号 主要事業の概要・数値目標

・対象施設の詳細現況調査、未策定の個別施設計
画の策定を早期に完了できるよう努める。

＜H27取組内容と進捗状況＞
○「徳島県公共施設等総合管理計画」の推進体制
の整備を図るため、「公有財産活用推進会議」を
発展的に強化することとし、「公有財産最適化推
進会議」を設置し、情報の管理・共有、進行管理
が確保できる体制の整備を図った。
○個別施設計画の策定
・平成２６年度までに、公共建築物類型群（ハコ
モノ）のうち１類型、土木等施設類型群（インフ
ラ）のうち４類型で計画策定を完了しており、平
成２７年度は、「道路」類型のうち道路付属施設
などで個別施設計画を策定した。
○公共建築物の詳細現況調査
・庁舎、学校及び警察の４３施設で詳細現況調査
を実施した。

＜課題＞
・施設の種類や所管部局が多岐にわたることか
ら、個別施設計画の策定や詳細現況調査について
計画的な取り組みが必要

経営

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

部局

29 



数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

工事
促進中

－ －

完成 － －

工事
促進中

－ －

工事
促進中

－ －

完成 － －

完成 完成 ◎

着手
工事

促進中
着手 ◎

70% 71% 74% 78% 70% ◎

完成 － －

県土

○吉野川加茂第二地区の整備の促進
　　　㉕用地買収中→㉚工事促進中

○重点河川（県管理河川）の整備の推進
 【主要指標】
　　　㉕６８％→㉚７８％

○吉野川脇町第一地区の整備の促進
　　　㉕工事施工中→㉘完成

○吉野川勝命地区の整備の促進
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

○那賀川加茂地区の整備の促進
　　　㉗着手→㉚工事促進中

○那賀川深瀬地区の整備の促進
　　　㉕工事施工中→㉗完成

主要施策：６　洪水、高潮、土砂災害
　　　　　　　などによる被害の軽減

番号

○福井ダム管理施設の改良
　　　㉕工事施工中→㉚完成

292

○長安口ダムの改造の促進（再掲）
　　　㉕工事施工中→㉚完成

●「平成２６年８月豪雨」をはじめとする洪水被害
から県民を守る治水事業を着実に進めます。＜県土
＞

○旧吉野川の整備の促進
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中

主要事業の概要・数値目標

　事業予算の確保に向け、機会ある毎に国に提言
を行っていく。

部局

☆☆☆

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

＜H27取組内容と進捗状況＞
・吉野川では「加茂第二地区」で工事に着手する
とともに、那賀川では「加茂地区」で用地取得に
着手、「深瀬地区」では堤防が完成するなど、国
管理河川の堤防整備を促進した。
・長安口ダムでは新設ゲート２門のうち１門分の
ダム本体切削工事に着手するとともに、堆砂対策
を継続して実施するなど、長安口ダム改造事業を
促進した。
・重点河川(飯尾川、園瀬川、福井川、那賀川)の
整備を推進。
・福井ダムではダム管理用制御処理設備のシステ
ム設計及び受電・非常用電源設備の改良を行うな
ど、ダム管理施設の改良工事を推進した。

＜課題＞
　事業予算の確保

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○長安口ダムの改造の促進
　　　㉕工事施工中 →㉚工事促進中

今後の取組方針 部局

A 農林・県土

H27取組内容と進捗状況・課題

工程（年度別事業計画）
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

75% 83% 92% 100% 75% ◎

推進 → → →

2,260
戸

2,300
戸

2,350
戸

2,400
戸

2,261
戸

◎

150箇
所

150箇
所

150箇
所

150箇
所

208箇所 ◎

295 推進 → → →

128人 138人 148人 158人 137人 ◎

推進 → → →

34% 35% 36% 37% 35% ◎

農林

●山地災害に関する情報収集の迅速化や山地災害危
険地区等における地域住民への防災啓発を推進する
ため、山地防災ヘルパーの認定を推進します。＜農
林＞

○内水ハザードマップの公表率
　　　㉕６７％→㉚１００％

●集中豪雨による内水浸水被害から住民の生命と財
産を守るため、内水浸水危険箇所のある市町村が危
険箇所や避難先の情報を住民に情報提供できるよう
支援します。＜県土＞

○山地防災ヘルパーの認定者数（累計）
　　　㉕１０８人→㉚１５８人

296

・引き続き、防災・減災関連の「重点エリア」で
の調査事業を推進する。

・H28年度もH27年度と同額の県予算を確保してお
り執行を促進するため、市町村に対して「包括委
託制度の活用」「外部の専門家の積極的活用」な
どを推進する。

・休止市町村での調査を再開する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．平成20年度の3倍を越える予算(10億円)を確
保し、事業を推進した。

２．防災・減災関連の「重点エリア（津波浸水被
害関連、中央構造線直下型地震関連、山地災害関
連）」における調査事業を推進した。

＜課題＞
　実施体制の弱い市町村に対する、人的負担の軽
減のための支援

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．山地災害に関する情報収集の迅速化を図っ
た。
２．山地災害危険地区等における地域住民への防
災啓発を行った。
３．山地防災ヘルパーの新規認定（新規認定19
名）を推進した。
　
＜課題＞
　過去の認定者については、高齢等の理由により
辞退者も増えつつあるため、通年一定の認定者の
確保

○地籍調査事業の進捗率
　　　㉕３２％→㉚３７％

●災害復旧・復興の迅速化を図るため、農林地の適
正な管理・保全に向けた活動を支援します。＜農林
＞

293

○土砂災害の危険性のある人家の保全数（累計）
　　　㉕２，１６５戸→㉚２，４００戸

番号

○山地災害の危険性が高い箇所（山地災害危険
  地区）の調査・点検パトロール実施箇所数
　　　㉕１４１箇所→㉗～㉚年間１５０箇所

●集中豪雨や局所的な大雨での土砂災害による被害
から生命・財産を守るために必要な地すべり防止施
設・治山施設等を整備し、人的災害ゼロを目指しま
す。＜農林＞

主要事業の概要・数値目標

294

＜内水ハザードマップ＞
　未公表の市町に対して，出来るだけ早期に内水
ハザードマップを策定・公表するよう，相談・支
援を行う。

○土砂災害の危険性のある人家の保全数
　予算の確保に努めるとともに、きめ細かな地元
調整を行い、地すべり対策事業及び予防治山事業
の推進を図る。

○山地災害の危険性が高い箇所（山地災害危険地
区）の調査・点検パトロール実施箇所数
　5月20日から6月30日の期間に「山地災害防止
キャンペーン」 を展開し、危険地区等のパト
ロールを関係市町村及び山地防災ヘルパー等の協
力を得て実施する。

農林

＜H27取組内容と進捗状況＞
　下水道事業に係る研修会（10月実施）

　上記の取組等により，内水浸水被害が想定さ
れ，内水ハザードマップが必要な12市町（7市5
町）のうち，9市町（4市5町）で策定公表（75%）
達成した。

＜課題＞
　未策定の3市町のうち，策定時期が未定の市町
については，出来るだけ早期の策定時期を設定し
て頂く必要がある。

H27取組内容と進捗状況・課題

＜H27取組内容と進捗状況＞
○土砂災害の危険性のある人家の保全数
・地すべり対策事業により21地区で実施した。
・予防治山事業により13地区で実施した。

○山地災害の危険性が高い箇所（山地災害危険地
区）の調査・点検パトロール実施箇所数
・山地防災ヘルパーと危険地区の点検を行った。
・山地災害危険地区の調査・点検を行った。
・治山施設の施設点検を行った。

＜課題＞
○土砂災害の危険性のある人家の保全数
○山地災害の危険性が高い箇所（山地災害危険地
区）の調査・点検パトロール実施箇所数
　事業予算の確保

農林

県土

　ヘルパーに対する研修会を開催し、山地災害に
対する教養を高めてもらうとともに、山地防災ヘ
ルパー通信を年2回発行する。

今後の取組方針 部局
数値目標
の達成度

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

64% 66% 68% 70% 64% ◎

47% 100% 100% ◎

推進 → → →

2港 2港 ◎

299 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　水防テレメータシステムのデジタル化を進め、
H27年度に完了。

＜課題＞
　より精緻な水防情報を発信するには、水位局等
の増設が必要

引き続き、水防情報の確実な発信に努める。 県土

県土

○下水道ＢＣＰの策定率
　　　㉕２０％→㉘１００％

＜H27取組内容と進捗状況＞
１汚水処理担当者会議（5月）
２下水道事業に係る研修会（10月実施）
３吉野川市ほかで2,400ｍを耐震化

　上記の取組により，BCPについて、策定率
100%，重要な下水道管渠の地震対策実施率64.9%
を達成した。

＜課題＞
　「簡易版BCP」は、継続して，検証，見直しを
行うとともに，今後すべての市町で「網羅版
BCP」の策定を進める必要がある。

●頻発する局地的集中豪雨や津波等に備えた防災情
報の充実を図るため、水防テレメータシステムのデ
ジタル化による情報提供の確実化や防災情報の普及
啓発に努めます。
＜県土＞

○地震対策上、重要な下水管渠の地震対策実施率
　　　㉕６２％→㉚７０％

●地震・津波による公共下水道施設への被害を防
止・軽減するため、施設の耐震化を進めるととも
に、災害時の下水道業務継続計画（ＢＣＰ）の策定
を推進します。＜県土＞

●大規模災害時に、「救援物資の海上輸送」等の優
先業務を継続させ、物流機能を早期に回復できるよ
う、「港湾ＢＣＰ」の策定を推進するとともに、必
要に応じて見直しを行います。＜県土＞

○港湾ＢＣＰを策定した重要港湾数（累計）
　　　㉕１港→㉗２港

工程（年度別事業計画）

298

＜管渠の地震対策実施率＞
　管渠の地震対策未実施の市町に対して，重要な
管渠について耐震化が進むよう相談・支援を行
う。

＜下水道BCP＞
　「網羅版ＢＣＰ」未策定の市町に対して，出来
るだけ早期に策定するよう，相談・支援を行う。

　港湾ＢＣＰ策定済みの２港については継続的に
検証・見直しを実施していくとともに，３港目と
なる浅川港の港湾ＢＣＰ策定を進める。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　橘港において２港目となる港湾ＢＣＰの策定完
了

＜課題＞
　より実効性を高めるため，継続的な検証・見直
しが必要

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●大規模災害時に、「救援物資の海上輸送」等の
優先業務を継続させ、物流機能を早期に回復でき
るよう、「港湾ＢＣＰ」の策定を推進するととも
に、継続して検証・見直しを行います。
○港湾ＢＣＰを策定した防災拠点港数（累計）
　　　㉕１港→㉙３港

297

番号 主要事業の概要・数値目標 今後の取組方針 部局

県土

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

55% 65% 75% 80% 57% ◎

促進 → → →

工事促
進中

－ －

事業促
進中

－ －

推進 → → →

実施 実施 実施 実施 実施 ◎

県土

○一般国道３２号改築防災（大歩危工区延長
  ２．５㎞）の整備
　　　㉕調査設計中→㉚事業促進中

●災害時の交通途絶が発生しないよう、危険箇所の
整備を推進します。＜県土＞

県土

○生命線道路の強化率（１１箇所）【主要指標】
　　　㉕４７％→㉚８０％

＜H27取組内容と進捗状況＞
　１０路線１１箇所の整備を推進した。

　上記の取組により、数値目標を達成した。

＜課題＞
　用地取得の進捗

＜H27取組内容と進捗状況＞
○一般国道３２号猪ノ鼻道路
平成３２年度供用に向けて、工事促進をした。
【H27実施主要工事】
　・西山トンネル
　・箸蔵第２橋上部工
　・新猪ノ鼻トンネル(香川県側)
○一般国道３２号改築防災(大歩危工区）
　調査設計の促進をした。

＜課題＞
　工事等が円滑に行われるよう関係機関と調整を
行う。

＜H27取組内容と進捗状況＞
 これまで緊急対策として、道路管理者やライフ
ライン関係者、森林組合などで構成する協議会を
各圏域ごとに設置し、倒木の恐れのある樹木の特
定などの合同点検を実施し、所有者の同意を得ら
れた箇所から事前伐採を行っている。

＜課題＞
　予算の確保が必要

○一般国道３２号猪ノ鼻道路（延長８．４km）の
　整備（再掲）
　　　㉕工事施工中→㉚工事促進中（㉜供用）

●大雨など異常気象時による事前通行規制区間にお
いて、バイパスルートの整備を促進します。＜県土
＞

●孤立集落の発生を防ぐため、倒木対策協議会（平
成26年設置）等を通じ、生命線道路や緊急輸送道路
等において、大雪等による倒木を防ぐ事前伐採を推
進します。
＜農林・県土＞

　生命線道路や緊急輸送道路等において、毎年定
期的に関係者で合同点検を行い、倒木の恐れのあ
る樹木を抽出して、事前伐採を推進する。

○一般国道３２号猪ノ鼻道路
平成３２年度供用に向けて、工事促進をする。
【残主要工事】
　・西山トンネル
　・箸蔵第１トンネル
　・箸蔵第１橋
　・新猪ノ鼻トンネル
○一般国道３２号改築防災(大歩危工区）
　調査設計、用地買収、工事促進をする。

部局

301

☆☆☆ A 農林・県土

主要施策：７ 異常気象時における通行の確保

302
農林
県土

○倒木対策の推進
　　　㉕－→㉗～㉚毎年度実施

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

300
　引き続き、１０路線１１箇所の整備を推進す
る。

今後の取組方針 部局
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

部会
設置

→ 検討 試行

試行
部会
設置

◎

整備・
維持
管理

維持
管理

→ →

整備・
維持
管理

整備・
維持
管理

◎

・「ＰＰＰ／ＰＦＩ・コンセッション部会」にお
いて、民間活力導入に向けての事例研究や公共施
設への導入可能性について調査及び検討を行う。

　適切な維持管理を行うために、PFI事業者との
連絡調整会議を開催する。

●利用者サービスの向上と事業コストの削減を図る
ため、民間活力を導入することにより、県営住宅の
整備を推進します。＜県土＞

県土

○ＰＦＩ方式による県営住宅１２団地の集約化
　　　㉕整備中→㉗整備・維持管理

●平成２７年度に設置予定の庁内組織「徳島県公共
施設等総合管理計画推進本部（仮称）」の下に「Ｐ
ＰＰ／ＰＦＩ・コンセッション等民間活力導入検討
部会（仮称）」を設置し、民間活力導入に向けた検
討を行います。＜経営＞ 経営

○新たな行政手法（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式※・
　コンセッション方等）の導入【主要指標】
　　　㉚試行

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　「徳島県公共施設等総合管理計画」の推進体
制の整備を図るため、「公有財産活用推進会議」
を発展的に強化することとし、「公有財産最適化
推進会議」を設置し、情報の管理・共有、進行管
理が確保できる体制の整備を行った。
２　「公有財産最適化推進会議」の専門部会とし
て「ＰＰＰ／ＰＦＩ・コンセッション部会」を設
置するとともに、民間活力導入の先進的な手法や
事例の研究を行った。

＜課題＞
・民間活力導入の対象となる公共施設等の掘り起
こしや相手方の確保

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○新たな行政手法（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式※・
　コンセッション方式等）の導入
　　　㉚試行

＜H27取組内容と進捗状況＞
集約化３団地の整備が完了した。（平成28年1月4
日）

＜課題＞
　入居者とPFI事業者との調整

304

主要施策：８　民間活力による施設整備

工程（年度別事業計画）

303

部局

☆☆☆ A 経営・県土

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針番号 主要事業の概要・数値目標
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

部局
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

100% 100% ◎

24ﾁｰﾑ 25ﾁｰﾑ 26ﾁｰﾑ 27ﾁｰﾑ 24チーム ◎

1ﾁｰﾑ 1ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19ﾁｰﾑ 19チーム ◎

240
機関

240
機関

240
機関

1,100
機関

240
機関

◎
○「災害時情報共有システム」加入医療機関数
  （再掲）
　　　㉕１１３機関→㉚１，１００機関

●大規模災害時に、災害医療の中核となる災害拠点
病院の耐震化を促進するとともに、災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）、災害派遣精神医療チーム（Ｄ
ＰＡＴ）の体制整備を進め、更なる災害医療体制の
向上を図ります。＜保健＞

今後の取組方針

保健

基本目標3「安全安心・強靱とくしま」の実現

番号

工程（年度別事業計画）

＜H27取組内容と進捗状況＞
○災害拠点病院（１１病院）の耐震化工事は、全
て完了し、耐震化率100％となった。
○厚生労働省が行う「ＤＭＡＴ研修」への受講者
推薦を行うとともに、２７年度から新たに「ＤＭ
ＡＴ研修」の一部を都道府県が行う「ローカルＤ
ＭＡＴ研修」を実施した。
○「災害時情報共有ｼｽﾃﾑ」加入医療機関数の数値
目標を達成、27年7月から毎月第2月曜日に加入医
療機関を対象に入力訓練を実施している。

＜課題＞
○「ＤＭＡＴ」ﾁｰﾑを着実に増やすために、研修
受講を促進する必要がある。

＜H27取組内容と進捗状況＞
H26年度に設置した県立中央病院の先遣隊に加
え、徳島県精神科病院協会を通じて徳島ＤＰＡＴ
への登録を依頼した結果、県内全ての精神科病院
（17）と徳島県精神保健福祉センターより登録が
あった。
１．徳島ＤＰＡＴ登録証交付式（H27実施）
２．徳島ＤＰＡＴ研修会（H27：2回）
＜課題＞
徳島ＤＰＡＴ隊員の資質の向上のため、継続した
研修が必要。

主要事業の概要・数値目標

○ＤＭＡＴの体制整備（再掲）【主要指標】
　　　㉕２１チーム→㉚２７チーム

○「ＤＰＡＴ」（災害派遣精神医療チーム）の
　体制整備（再掲）
　　　㉕－→㉙１９チーム

H27取組内容と進捗状況・課題

○災害拠点病院（１１病院）の耐震化率（再掲）
　　　㉕7３％→㉗１００％

部局

3－4　「戦略的災害医療プロジェクト」のさらなる展開

A 危機・政策・保健

○引き続き「ＤＭＡＴ研修」への受講者推薦及び
「ローカルＤＭＡＴ研修」の開催を継続すること
で、発災後の迅速な医療救護活動に対応できる体
制づくりに努める。
○引き続き加入医療機関の登録を働きかけるとと
もに、入力訓練の継続的な実施により、発災時の
迅速かつ円滑な病院支援等を図る。

○年２回の県内研修を実施予定。

部局
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

主要施策：１　戦略的災害医療の展開

☆☆☆

305
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

5万人 5万人 5万人 5万人
59,773

人
◎

8,000
人

8,000
人

8,000
人

8,000
人

8,891
人

◎

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

整備・
充実

◎

環境
整備

推進 → →

環境
整備

環境整備
完了

◎

75
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

150
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

225
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

300
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

1,034
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

◎

推進 → →
全県
展開

全県
展開

－ －

306

307

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

●災害発生時に被災者に適切な治療や医薬品の提供
を行うため、マイナンバーの独自利用により、被災
者のマイナンバーと医療情報を連携させる市町村の
体制づくりを支援します。＜政策＞

308

危機

危機

○「災害医療遊撃隊」による最新資機材の整備
　　　㉗～㉚整備・充実

政策

○「戦略的災害医療“Ｇ空間”プロジェクト」の
　全県展開
　　　㉗環境整備

○「県防災メモリアルデー」等特別啓発行事参加
者数
　　　㉕４，１００人→㉗～㉚年間８，０００人

○「災害時医療情報」との連携促進
　　　㉕－→㉚全県展開

○防災センター利用者数（移動防災センター含
む）
　　　㉕５万人→㉗～㉚年間５万人

●関係機関間の災害情報を一元的に集約・活用する
ため、ＧＩＳ（地理情報システム）を利用した「災
害時情報共有システム」を基に、「地域ＳＮＳ」等
により被災状況や避難所における被災者ニーズを把
握・共有するなど、医療関係者や災害対応に携わる
関係者のための支援基盤構築に向けた「戦略的災害
医療“Ｇ空間※”プロジェクト」を推進します。＜
危機＞

○地域SNS登録数
　　　㉕－→㉚３００グループ

・全県展開に向け、引き続き市町村への
　説明を行う。
・国のマイナンバー制度の見直しや、
  マイナンバーカードの多用途化の動向を
  見極めながら、災害時における医療の
  提供方法について検討を進める。

＜H27取組内容と進捗状況＞
マイナンバー制度の施行に合わせ、モデル地区と
して選定した、美波町において独自利用条例を制
定していただいた。また、県においては、運用マ
ニュアルを作成し、美波町に提供した。

＜課題＞
・全県展開するためには全ての市町村で、
　独自利用条例を制定していただく必要が
　ある。
・平成30年度に、国民健康保険の運営主体が
　県に移管される予定となっており、
　制度改正にともなうスキームの見直しが
　必要となる。

　防災センターを活用した多彩な講座や啓発行事
の開催，移動防災センターの実施により，県民の
防災意識の向上を図る。

・引き続き登録者拡大のため、普及活動を行う。

●消防学校・防災センターについて、県庁災害対策
本部の補完、支援物資の集配など、災害対策拠点と
しての機能の充実を図ります。また、防災センター
における啓発及び地震体験車を活用した移動防災セ
ンターを通じて、県民の防災意識の向上を図りま
す。
また、消防学校教官による「災害医療遊撃隊」を創
設し、最新の「救命救急資機材」の整備と併せて、
消防学校訓練を通じて消防職・団員等への技術浸透
を図るとともに、災害時には、「災害医療遊撃隊」
が資機材を適時・適所に機動的に配備します。（再
掲）＜危機＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．「防災週間」や「津波防災の日」などにおい
て各種講座や啓発行事を適時適切に実施し，各市
町村・消防本部との連携による移動防災センター
の開催，公募展示や月替わりの防災パネル展の実
施などにより防災センターの利用を促進し，県民
の防災意識の向上を図った。
２．救命救急資機材として、大型油圧救助器具、
水難救助用資機材、ＮＢＣ災害用防護服等を整備
した。
３．防災センターの無線設備の通信回線を増やす
などの機能強化を行った。

＜課題＞
　特になし

＜H27取組内容と進捗状況＞
 普及啓発を業務委託し、ユーザサポートを行
い、
すだちくんSNSの普及を行った結果、目標達成と
なった。

＜課題＞
　特になし
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

完成
工事

進捗中
－

○海部病院の高台移転【主要指標】
　　　㉕建築工事着手→㉘完成

●将来発生が予想されている南海トラフ巨大地震に
よる大津波の被害にも県南地域の先端災害医療拠点
として対処できるよう、県立海部病院の高台移転に
取り組むとともに、国・牟岐町等関係機関とも連携
を図り、県南地域の新たな防災拠点づくりを進めま
す。＜病院＞

病院

＜H27取組内容と進捗状況＞
・建築工事の本格的着手（H27.6起工式）

＜課題＞
・防災拠点としての機能充実に向けた、国・牟岐
町等関係機関との連携

・完成に向けた工事の進捗管理

　防災拠点としての機能充実に向け、国・牟岐町
等関係機関との具体的調整を進める。309

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

主要施策：２　災害医療拠点
　　　　　　「県立海部病院」の高台移転

今後の取組方針 部局

部局

- A 病院

H27取組内容と進捗状況・課題
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

185件 200件 210件 220件 165件 △

10人 20人 35人 50人 15人 ◎

推進 → → →

5件 5件 8件 8件 ◎

今後の取組方針 部局

310

311 危機

○ＨＡＣＣＰ認証施設数（累計）
　　　㉕－→㉚８件

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　ＧＡＰ認証に向けての意識醸成を図るため、
生産者や指導者に対する研修会を開催した。
　・若手農業者研修
　・指導者研修
　・販路拡大研修
　・先進地視察研修　等

２　安2ＧＡＰ推進協力員（ＪＡ職員や生産者）
を認定・設置し、制度の推進を図った（6名）。

３　消費者に制度や農産物をＰＲするため、フェ
アや交流会を開催した。
　・「新鮮なっ！とくしま号」を活用したフェア
　・量販店でのＰＲコーナーの設置
　・生産者と消費者との交流会　等

＜課題＞
・生産者のＧＡＰ制度の理解増進
・より高度なＧＡＰ（ＧＬＯＢＡＬ-ＧＡＰ※等
の「高次ＧＡＰ」）の理解増進
・ＧＡＰ認証農産物の有利販売の推進による、認
証取得メリットの向上

実績値
（H27）

●安全で安心な農産物の供給のため、農産物の安
全、環境保全、労働安全について国の高度なＧＡＰ
基準を取り入れた「とくしま安²ＧＡＰ認証制度」の
取得を推進します。
＜農林＞

農林

○とくしま安²ＧＡＰ認証件数（累計）
 【主要指標】
　　　㉕１５５件→㉚２２０件

○新たにＧＡＰに取り組む青年農業者数(累計)
　　　㉕－→㉚５０人

・HACCP普及の推進のために、講習会を開催し、
食品関係事業者へ周知を図るとともに、助言・指
導のための人材育成に努める。
・認証施設の拡大のため、徳島県衛生管理認証
（徳島県HACCP認証）制度の周知を図るととも
に、事業者に対し、認証に向けた助言を行う。

基本目標3「安全安心・強靱とくしま」の実現

番号

●食品衛生管理の国際標準である「ＨＡＣＣＰ」の
県下と畜場、食鳥処理場をはじめとする食品関係営
業施設への導入を支援するとともに、基準適合施設
について「徳島県食の安全安心推進条例」に規定さ
れた「徳島版ＨＡＣＣＰ認証制度」に基づきその認
証を推進することにより、阿波牛や阿波尾鶏など県
産食品の安全･安心ブランドを確立し、国内競争力の
強化と輸出促進を図ります。＜危機＞

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

・生産者や指導者に対し、研修会等を開催し認定
取得を支援するとともに、若手農業者を中心に制
度の理解増進を図り、より高度なＧＡＰ（ＧＬＯ
ＢＡＬ-ＧＡＰ※等の「高次ＧＡＰ」）につなが
る取組みを支援し、認定者の増加を目指す。

・安2ＧＡＰ推進協力員（ＪＡ職員や生産者）を
認定・設置し、制度の推進を図る。

・ＩＣＴを活用したＧＡＰの効率化を推進する。

・ＧＡＰ認証された農産物が、消費者に選ばれ有
利販売につながるよう制度の周知に努める。

※ＧＬＯＢＡＬ-ＧＡＰ：世界で１３万件が認定
されている事実上世界標準となっているＧＡＰ認
証。欧州の大手小売業者では、取得が取引基準と
なっている。

3－5　守り抜く！くらし安全安心セーフティーネットの構築

主要施策：１　安全・安心な食の確保
部局

☆ C 危機・農林

H27取組内容と進捗状況・課題
数値目標
の達成度

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　HACCP推進協議会を設立
２　講習会、技術研修会を開催
３　徳島県衛生管理認証（徳島県HACCP）事務取
扱要綱を策定
４　施設の審査及び認証
上記の取組により、「徳島版HACCP認証制度」に
基づく、認証を達成した。

＜課題＞
認証施設の拡大のため、事業所への教育訓練や技
術研修及び技術的助言の継続が必要
事業者に対し助言・指導を行う食品衛生監視員の
人材育成が必要である。
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

創設 創設 ◎

創設 創設 ◎

10件 20件 30件 40件 0件 △

推進 → → →

500人 500人 500人 500人 527人 ◎

○「とくしま食の安全安心情報ポータルサイト」
  の創設
　　　㉗創設

●「とくしまトレースフードプロジェクト」を推進
し、食品履歴の「見える化」による信頼確保を図り
ます。
また、食品表示の適正化を図るための人材育成策の
柱として、「食の安全安心学び推進プログラム」を
開設し、食品関連事業者等における食品表示責任者
養成研修や認証＆ＨＡＣＣＰ導入担当者研修を実施
し、食品表示に係る知識の普及を図るとともに、食
の安全安心に関する情報を一元化した「とくしま食
の安全安心情報ポータルサイト」を開設し、食に関
する各種情報を発信することにより、食の安全安心
の確保を推進します。＜危機＞312

313

○リスクコミュニケーションとしての
　意見交換会等参加者数
　　　㉕４６７人→㉗～㉚年間５００人以上

危機

●消費者・事業者・行政が連携して、食の信頼関係
を確保するため、消費者・事業者の自主的な取組を
支援するとともに、県民参加型の食の安全・安心を
推進する事業を展開します。＜危機＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　ジュニア食品安全ゼミナール　５回　217人
　小中学生を対象に、食品の安全性に興味を持
ち、冷静に判断する目を育むことを目的に開催。
２　体験型リスクコミュニケーション　２回 35
人
　食品製造現場を消費者の方々に訪問・見学して
いただき相互理解や信頼関係を深めるため開催。
３　徳島県食の安全安心審議会　７回　231人
　消費者、事業者等の委員が県民の食の安全安心
に関する重要事項を調査審議するため開催。
４　鳴門わかめ信頼確保研修会　２回　44人
　わかめ加工業者に対し県条例、鳴門わかめ認証
制度を説明するため開催。

＜課題＞
　県民の食の安全安心に関する学習機会を増加す
る必要である。

○食品関連事業者等認定数（累計）
　　　㉕－→㉚４０件

○「食の安全安心学び推進プログラム」の創設
　　　㉗創設

危機

・県民の食の安全安心に関する学習機会を増やす
ため、教育委員会等他部局との連携により、新た
に高校生等を対象に食品表示の意味や役割等を学
ぶ「食品表示ゼミナール」の開催や、出前講座の
開催などを推進する。

・食の安全安心の確保を推進するため、食の安全
安心学び推進プログラムによる「食品表示責任者
養成研修」、「消費生活コーディネーター特別研
修」等を実施するとともに、とくしま食の安全安
心情報ポータルサイトによる情報発信を行う。ま
た、食品関連事業者等認定を推進するため、早期
に認定基準を策定し、関係事業者へ周知を行い、
認定数の増加に努める。

今後の取組方針番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 部局

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　食の安全安心学び推進プログラムの創設
　食品製造事業者、飲食店営業者、一般消費者へ
の食の安全安心のリーダー養成研修として創設
し、平成27年度は「食品表示責任者養成研修」、
「消費生活コーディネーター特別研修」を実施。
２　とくしま食の安全安心ポータルサイトの創設
　食の安全安心情報を一元的に掲載したサイトを
創設し、事業者向けの食品表示情報や、消費者向
けのＱ＆Ａ、クイズなどを掲載。
３　食品関連事業者等認定の取組み
　「徳島県食品表示の適正化等に関する条例」に
基づき、適正な取組を行う事業者の認定制度を創
設。現在、認定基準の策定を進めている。

　上記の取組みを行い２項目の目標を達成した。

＜課題＞
　食品関連事業者等認定について、周知を図る必
要がある。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
「食の安全安心学び推進プログラム」の開催回数
　　㉗創設→㉘～㉚年間４回
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

3件 4件 4件 5件 4件 ◎

推進 → → →

100% 100% 100% 100% 100% ◎

推進 → → →

100% 100% 100% 100% 100% ◎

推進 → → →

12人 12人 12人 12人 13人 ◎

4人 4人 4人 4人 2人 △

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局番号

314

315

316

317

●獣医学生に対し、修学資金の貸与、県獣医師職員
勤務機関でのインターンシップを通じ、家畜伝染病
予防、食肉衛生検査業務等の理解を深めることによ
り、本県獣医師の確保を図り、食の安全・安心に係
る業務を推進します。
＜危機・農林＞

危機
農林

○獣医学生のインターンシップ年間受入人数
　　　㉕１３人→㉗～㉚年間12人

○獣医師修学資金貸与者数
　　　㉕１人→㉗～㉚年間４人

農林

○獣医療の提供率
　　　㉕１００％→㉗～㉚毎年１００％

●家畜伝染病の発生予防及び飼養衛生管理基準の徹
底指導により、安全・安心な畜産物の供給を推進し
ます。＜農林＞

農林

○畜産農家の立入検査の実施率
　　　㉕１００％→㉗～㉚毎年１００％

　全畜産農家への立入検査及び飼養衛生管理基準
遵守のための指導を継続し、家畜伝染病の発生予
防に努める。

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．「徳島県産業動物獣医療安定確保推進事業」
により、家畜保健衛生所と家畜診療所が連携し、
地域の実情に即した家畜診療を実施した。

２．民間獣医師と連携し、県下全域においてワク
チン接種を実施した。

＜課題＞
・最新の知見及び技術習得の継続
・産業動物獣医師（県獣医師職員含む）の安定的
確保

＜H27取組内容と進捗状況＞
　食鳥処理施設（1箇所、つるぎ町）において、
食品マネジメントシステムの１つである「ＦＳＳ
Ｃ２２０００※」の認証を取得した。

＜課題＞
　畜産農場の衛生管理向上を目的とした「農場Ｈ
ＡＣＣＰ※」の推進農場に指定された２農場に対
する、認証に向けた指導の継続

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
○ＪＡＳ等取得件数（累計）
      工程㉘５件
　　　　　㉙５件

●日本農林規格（ＪＡＳ）等の取得により、生産工
程が明らかとなった安全で安心な畜産物を供給しま
す。＜農林＞

農林

○ＪＡＳ等取得件数（累計）
　　　㉕３件→㉚５件

●地域の実情に即した適正な獣医療の提供を図り、
安全・安心な畜産物の供給を推進します。＜農林＞

　引き続き、推進農場の認証を目指し指導を継続
実施する。

※ＦＳＳＣ２２０００：消費者に安全な食品を届
けることを目的に開発された食品安全マネジメン
トシステムの１つで、オランダの食品安全認証団
体が、ＩＳＯ等を組み合わせて開発した規格。

※農場ＨＡＣＣＰ：畜産農場における衛生管理の
向上を目的に、ＨＡＣＣＰの考えに基づき危害要
因を制御する手法。飼養管理基準遵守など一定条
件をクリアし「推進農場」に指定された後、「認
証農場」を目指すシステム。

・家畜保健衛生所獣医師の技術を向上させる。

・「徳島県獣医師職員養成・修学資金貸与等事
業」の推進により、公務員獣医師等の確保に努め
る。

・家畜診療所等との更なる連携を図り、県内産業
動物獣医療の提供率100％を維持していく。

＜H27取組内容と進捗状況＞
○獣医学生のインターンシップ年間受入人数
　全国獣医大学の就職説明会等に参加し、事業の
積極的なPRを行うとともに、インターンシップ参
加への働きかけを行った。

○獣医師修学資金貸与者数
　2名（6年生2名）に対して修学資金を貸与し、
貸与した2名は、平成28年度から県職員として勤
務している。

＜課題＞
・本県以外の自治体においても、獣医師確保は深
刻な課題であり、当該事業を通じ、家畜伝染病予
防、食肉衛生検査業務等の理解を深めることによ
る、本県獣医師の確保が必要がある。
・本県獣医師職員の業務について、より理解が深
まる魅力的なインターンシップ事業となるよう
な、研修内容等の更なる充実を図る必要がある。
・公衆衛生の重要性が理解されていない。

・インターンシップ事業を通じて、公務員獣医師
の職責、特に本県獣医師職員の職務についての理
解を深めてもらう。

・中学校及び高等学校等に獣医師を派遣し、出前
講座を実施することにより、獣医師の職務につい
て情報提供を行い、本県から獣医師を目指す学生
の発掘及び本県獣医師職員の志望者数の増加を図
る。

・各獣医科大学へのリクルート活動、事業概要パ
ンフレットの送付等により、「徳島県獣医師職員
養成・修学資金貸与等事業」を幅広く周知する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
  県内全畜産農家への立入検査を実施し、家畜伝
染病の発生予防に努めるとともに、飼養衛生管理
基準遵守のための指導を実施した。

＜課題＞
　全畜産農家の「飼養衛生管理基準」遵守の徹底
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

170
事業者

170
事業者

170
事業者

170
事業者

171
事業者

◎

150件 150件 150件 150件 150件 ◎

推進 → → →

230人 310人 390人 470人 902人 ◎

推進 → → →

80人 80人 90人 100人 130人 ◎

主要施策：２　食品表示の適正化

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

318

●食品の産地偽装等や食材の虚偽表示など、食に関
する問題が相次ぐ中、商品選択に役立つ知識を消費
者に学んでいただく食品表示に関する研修会の開催
を推進します。
＜危機＞ 危機

危機

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　㉕－→㉚４７０人

●食品関係事業者の食品表示責任者等に表示関連法
令の啓発指導を行い、事業所における食品表示リー
ダーの養成を推進します。＜危機＞

○研修会の受講者数
　　　㉕６８人→㉚１００人

●「食品表示の適正化等に関する条例」に基づき、
県民の健康の保護並びに消費者に信頼される県産食
品の生産及び供給の振興を図るため、産地偽装の抑
止対策として科学的産地等判別分析を活用するな
ど、食品表示の適正化等に関する施策を計画的かつ
総合的に推進します。
また、食品表示Ｇメンの監視体制の充実強化を図る
とともに、食品表示に関する啓発を推進します。＜
危機＞ 危機

○とくしま食品表示Gメンの立入調査・検査
　事業者数【主要指標】
　　　㉕－→㉗～㉚年間１７０事業者

部局

H27取組内容と進捗状況・課題

○科学的産地等判別件数
      ㉕－→㉗～㉚年間１５０件

319

320

☆☆☆ A 危機

今後の取組方針 部局
実績値
（H27）

数値目標
の達成度

・食品表示、飲食店メニュー表示の適正化のた
め、とくしま食品表示Ｇメンの体制を充実強化
し、立入事業者数の増加を図る。

・食品表示に関する知識を普及するため、食品表
示に関する研修会の開催を推進する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　とくしま食品表示Ｇメンの立入調査数
　　　食品関連事業者への立入調査　120
　　　飲食店営業者への立入調査　51
２　科学的産地判別分析数
　　　農産物・農産物加工品　49
　　　水産物・水産物加工品　101

　上記の取組みを行い目標を達成した。

＜課題＞
　特になし

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○とくしま食品表示Gメンの立入調査・検査
　事業者数
　　　㉕－→㉘～㉛年間２００事業者

＜H27取組内容と進捗状況＞
　食品表示責任者等講習会開催数　３回　478人
　特定食品製造事業者届出制度の届出事業者を対
象に開催した。

＜課題＞
　特になし

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
【数値目標上方修正】
○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　㉕－→㉚１，２００人（㉛１,２５０人）

・事業所における食品表示リーダーを養成するた
め、食品表示責任者等講習会の開催を推進する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
　食品表示ウォッチャー研修　２回　130人
　新たにウォッチャーとなる方等を対象に食品表
示に関する研修会を実施した。

＜課題＞
　特になし
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

実施 → → →

15,000
件

15,000
件

15,000
件

15,000
件

15,790件 ◎

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
実績値
（H27）

321

○監視指導件数
　　　㉕１３，５６１件
　　　→㉗～㉚年間１５，０００件

●食品に係る関係部局が連携して「広域監視機動
班」を編制するとともに、「徳島県食品衛生監視指
導計画」に基づき、食品の製造から販売までの各段
階における監視指導の充実強化を行います。＜危機
＞ 危機

＜H27取組内容と進捗状況＞
「平成２７年度徳島県食品衛生監視指導計画」に
基づき、各保健所食品衛生監視員による監視指導
に加え、広域監視機動班による表示指導を効率的
に行うことができた。
  また、夏の阿波踊り前や年末には、徳島保健所
管内を中心に飲食店、旅館、市場、土産物店等を
対象に衛生管理及び表示について一斉監視を実施
した。

＜課題＞
　食肉の生食及び加熱不足が原因と推定される食
中毒が増加傾向にあるため、食品関係事業者及び
消費者への指導、啓発の強化が必要である。

　平成２８年度の徳島県食品衛生監視指導計画に
重点的監視指導項目として「食肉の生食及び加熱
不足による食中毒防止対策」を盛り込りこみ、指
導・啓発を強化する。
　今後も計画に基づき、広域監視機動班による効
率的な監視指導を実施し、食品に起因する健康被
害防止に努める。

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

380人 410人 440人 470人 390人 ◎

323 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　消費生活相談業務に関する専門知識を持った弁
護士や大学教授などを招いて研修を行い、相談員
のレベルアップを図った。（４回）
　また、弁護士による相談を実施するなど、より
専門的な相談事案に対応した。（月２回）

＜課題＞
　年々複雑・高度化する消費生活相談に対応する
ため、研修等相談員の資質向上を継続していくこ
とが必要である。

年々複雑・高度化する消費生活相談内容に対応す
るため、消費生活相談員及び消費者行政担当職員
の研修機会を充実し、実務能力の向上を一層図っ
ていく。
また、消費生活センターを設置していない市町の
相談窓口に資格を持った相談員を派遣し、高度な
相談に対応できるよう支援する。

危機

324 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
　協議会、団体等を通じて、消費者を対象とした
住宅リフォーム講座を実施した。

＜課題＞
　消費者が優良なリフォーム事業者を見分ける方
法が少ない。

　引続き相談会等を実施し、消費者の住宅リ
フォームへの理解に努める。

県土

・制度への理解と周知の徹底を図り、新規のサ
ポーターを募る。
　また、既存サポーターの情報収集・発信力の向
上、行政やコーディネーター等との連携強化を目
的に、交流・研修会等を開催する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
１ サポーター研修会（H27:3回）
２ コーディネーターとサポーターの打合せ会
（H27:5回）
３ サポーター・コーディネーター交流会
(H27.10.26)
４ 消費者問題県民大会(H28.3.13)

　上記の取組により、消費者ネットワークの強化
及びセンターの機能充実が図られ、消費者被害の
未然防止に寄与した。

＜課題＞
　多様化・巧妙化している消費者トラブルに対応
するため、新規のサポーターを募り、さらなる
ネットワークの強化を図ることが必要である。

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局

部局

☆☆☆ A 危機・県土

●消費者情報センターにおける相談体制の充実及び
消費者教育の拠点としての機能強化を図ります。さ
らに、消費者が身近な市町村窓口において、気軽に
相談できるようにするため、市町村の消費生活相談
体制の支援を推進します。
＜危機＞

●消費者が安心して住宅のリフォームを行えるよう
にするため、専門家による相談を実施します。＜県
土＞

●消費者の安全や必要な情報を知る権利を確保し、
その自立を支援するため、消費者、ＮＰＯ、行政等
のネットワーク構築による消費者情報センターの機
能充実を推進します。さらに、消費者と行政を結ぶ
担い手である「くらしのサポーター」を対象に、研
修会や交流大会の開催を行うなど、活動を強化しま
す。＜危機＞ 危機

工程（年度別事業計画）

主要施策：３　消費者自立支援の推進

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

322

○「くらしのサポーター」認定者数（累計）
 【主要指標】
　　　㉕３２３人→㉚４７０人

番号 主要事業の概要・数値目標
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

90ha 100ha 120ha 160ha 119ha ◎

4
市町村

8
市町村

10
市町村

12
市町村

4
市町村

◎

推進 → → →

1,020
件

1,030
件

1,040
件

1,050
件

1,025
件

◎

325

●農業生産活動に由来する環境への負荷の低減を図
り、環境に配慮したブランドを育成するため、有機
農業に取り組む生産者を育成・支援します。＜農林
＞

実績値
（H27）

326

○有機・特別栽培面積【主要指標】
　　　㉕８１ha→㉚１６０ha

○市町村における有機農業の就農受入体制の整備
　　　㉕２市町村→㉚１２市町村

今後の取組方針 部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

☆☆☆ A 農林・南部

農林

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．環境保全型農業支払事業によるエコファー
マーの認定を推進した。

２．マークの積極的な活用を推進した。

３．エコファーマーが生産した「環境に優しい農
産物」を消費者にＰＲした。

４．環境保全型農業推進ポスターの作成・配布に
よる啓発活動を行った。

＜課題＞
　消費者に向けた、エコファーマーが生産した
「環境に優しい農産物」のＰＲ

　有機農業者等に対し、環境保全型農業を推進す
るとともに、有機農業のネットワークづくりや有
機農業技術の支援、販路拡大・消費者の理解増進
等に取り組む。

※環境保全型農業直接支払金事業：主作物の栽培
において，化学肥料及び化学合成農薬を地域慣行
レベルから５割以上低減し，地球温暖化防止や生
物多様性保全に効果の高い営農活動にセットで取
組む場合及び有機農業の取組を支援する事業

・エコファーマー・マークを積極的な活用を通じ
て、環境意識の高いエコファーマーの拡大を目指
す。

・引き続き消費者にもエコファーマーの取組をＰ
Ｒし、「エコな農産物」の消費拡大に努めるな
ど、積極的に啓発活動を実施する。

主要施策：４　環境への負荷の少ない
　　　　　　「持続性の高い農業」の推進

農林

○エコファーマーマークの利用件数（累計）
　　　㉕１，００４件→㉚１，０５０件

●化学肥料・化学農薬の使用低減や施設園芸等の省
エネ・省コスト・省ＣＯ２技術の導入に取り組む生
産者を育成・支援します。＜農林＞

数値目標
の達成度

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．有機農業等の環境保全に効果の高い営農活動
に交付金を交付する「環境保全型農業直接支払交
付金事業※」等を活用し、有機農業に取り組む農
業者の組織化や活動を支援した。

２．有機農業の生産者やエコファーマー、量販店
等バイヤーを対象とした講演会や商談会の開催を
支援した。

３．小松島市生物多様性農業推進協議会等（他３
団体）地域活動組織への参画・助言を行った。
　
　以上により、市町村での推進体制が整備され、
取組の拡大に繋がった。

＜課題＞
　交付金を活用したさらなる組織化を支援すると
ともに、有機農業につながる技術支援が必要

部局

H27取組内容と進捗状況・課題
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

350戸 450戸 500戸 550戸 381戸 ◎

推進 → → →

190戸 210戸 230戸 250戸 262戸 ◎

○ＩＰＭ実践生産者戸数（累計）
　　　㉕２４７戸→㉚５５０戸

○「かいふエコ肥料」の利用農家数
　　　㉕１５５戸→㉚２５０戸

●安全・安心で環境にも配慮した産地づくりに向
け、ＩＰＭ技術※の確立・普及を推進します。＜農
林＞

農林

●県南部圏域において、海部地域で生産された有機
質肥料（かいふエコ肥料）を活用した資源循環型農
業を導入し、耕畜連携による「かいふエコブランド
農産物」の栽培拡大を図ります。＜南部＞

327

328

＜H27取組内容と進捗状況＞
１．農林水産総合技術支援センターにおいて天敵
の効率的な利用などＩＰＭ技術※の確立に取り組
んだ。

２．農業支援センターと農林水産総合技術支援セ
ンターが連携し、ＩＰＭを実践しはじめた生産部
会に対して、技術的な助言・支援を行った。

３．補助事業としてＩＰＭを実践した生産部会に
対して実践にかかる経費の補助を行った。

＜課題＞
　ＩＰＭ技術の効率的な利用には高度な技術が必
要

　引き続き、効率的なＩＰＭ技術の検討や農業者
に対する技術支援に取り組む。

※ＩＰＭ（Integrated Pest Management）とは、
総合的病害虫・雑草管理と定義され、病害虫や雑
草防除において、化学合成農薬だけに頼るのでは
なく、環境への負荷を低減しつつ、農作物の収量
や品質に経済的な被害が出ない程度に発生を抑え
ようとする考え方であり、天敵や防虫ネット、病
気の被害を受けにくい品種の利用などの様々な組
合わせの防除技術をいう。

部局

南部

今後の取組方針

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　かいふエコブランド農産物の栽培拡大を図る
ための推進会議開催（かいふエコまるごと耕畜協
議会、かいふ新規就農者支援協議会　合計3回）
２　地域活性化講演会と連携したＰＲ活動
（H27.8.16）
３　海部エコ農産物の推進
・早出しオクラを追加
・堆肥施用による環境保全型農業直払払交付金の
活用

＜課題＞
 かいふエコ肥料を使用する栽培品目の拡大とか
いふエコブランドの確立が必要である。

　資源循環型農業の推進と合わせて利用農家の啓
発を行っていくとともに、消費者に対し海部エコ
ブランドをＰＲする。

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

0店 0店 0店 0店 0店 ◎

20人 20人 20人 20人 20人 ◎

330 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　実務担当者会議開催：H27年10月
２　担当者研修会開催：H27年11月

＜課題＞
・薬物乱用の実態に即した，最新の課題について
情報共有を行うことが必要である。

・関西広域連合圏域内における，危険ドラッグ等
対策のため，担当者会議や研修会の開催により，
情報共有を図り連携を強化する。

保健

○県内の危険ドラッグの販売店舗数【主要指標】
　　　㉕０店→㉗～㉚０店

○大学生による薬物乱用防止指導員養成数
　　　㉕２０人→㉗～㉚年間２０人

主要事業の概要・数値目標
実績値
（H27）

●危険ドラッグの乱用等による健康被害等の未然防
止を図り、青少年をはじめとする県民の健康や安全
を守るため、成分を特定しない「危険ドラッグ」の
規制等を強化した「徳島県薬物の濫用の防止に関す
る条例」に基づき、規制・啓発を強化し、より一層
の薬物乱用対策を推進します。＜保健＞

主要施策：５　「危険ドラッグ・ゼロ作戦」
              の展開

☆☆☆

329

工程（年度別事業計画）

●関西広域連合広域医療局を担当している本県が
リーダーシップをとり、危険ドラッグの検査方法や
規制に係る情報を共有し、圏域内の対策を強化す
る。＜保健＞

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　危険ドラッグの買上げ調査
２　徳島県薬物の濫用の防止に関する条例に基づ
く知事監視製品の指定
　指定数２６３製品（H28.3.31現在）
３　大学生等の新入生ガイダンスでのパンフレッ
ト配布
　　H27：６校
４　大学等での薬物乱用防止教室の開催
　　H27：５回
５　大学祭においての啓発活動の実施
　　H27：４校
　
＜課題＞
・大学の大幅な定員変更（減少）があると，指導
員養成に支障が生じる可能性がある。

・薬物乱用防止のため，徳島県薬物の濫用の防止
に関する条例に基づく知事監視製品の指定，危険
ドラッグの買上げ調査，大学生に対する啓発を実
施する。

保健

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針 部局番号
数値目標
の達成度

保健A

部局
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

25年
対比で
抑止

1,354件 －

25年
対比で
抑止

192件 －

25年
対比で
抑止

約2億
6,867
万円

－

推進 → → →

整備
着手

- -

○街頭犯罪発生件数【主要指標】
　　　㉕２,０４４件→㉚２５年対比で抑止
　　　　　　　　　　　　　　　　（減少）

A 危機・警察

●県民の防犯意識の高揚を図り、地域の犯罪抑止機
能を強化するため、街頭犯罪等の発生状況や不審者
情報の提供及び地域の犯罪情勢に即した効果的な抑
止対策とともに、特殊詐欺※の撲滅に向けた取組み
を推進します。＜警察＞

数値目標
の達成度

●県都徳島市を管轄する徳島東警察署の治安維持機
能及び南海トラフ巨大地震等の災害時における防災
拠点機能を強化するため、同警察署の整備を進めま
す。
また、日頃の治安維持はもとより、大規模災害発生
時に治安対策や救助活動等の災害対策を行う活動拠
点として機能する警察署、交番・駐在所等の整備を
推進します。（再掲）＜警察＞

・南海トラフ巨大地震等への備えや増加する老朽
施設等への対策のため、治安情勢や施設の現況を
踏まえ、施設の在り方の検討を行うとともに、新
たな視点により施設の整備等を進める。

○侵入窃盗の発生件数
　　　㉕２５２件→㉚２５年対比で抑止（減少）

・特殊詐欺の標的となりやすい高齢者等に対する
効果的な啓発を行うためのコールセンター事業を
実施する。
・関係団体と連携しての防犯施策、あらゆる広報
媒体を活用しての広報啓発活動を継続的に推進す
る。

警察

○徳島東警察署を核とした「新防災センター」の
　整備
　　　㉚整備着手

○特殊詐欺の被害額
　　　㉕約５億４千万円→㉚２５年対比で抑止
                                   （減少）

331

332

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　県下全域で、各地域の犯罪情勢に即した効果
　的な犯罪抑止対策を推進
２　全国地域安全運動の実施
　　（H27.10.11～10.20）
３　県内の金融機関と連携して、一定基準の高齢
　者による高額の取引について、金融機関が全て
　１１０番し、警察官が臨場する取組を開始
　　(H27.11～)
４　金融機関、コンビニエンスストア、宅配業者
　等関係機関と合同で「徳島県特殊詐欺被害防止
　対策会議」を開催（H28.2.19）
５　一般社団法人徳島県警備業協会と犯罪の起き
　にくい社会づくりに向けた協定を締結
　（H27.10.14）
　以上のような取組により、街頭犯罪及び侵入犯
罪の発生件数並びに特殊詐欺の被害金額は平成２
５年対比で減少した。

＜課題＞
　特殊詐欺被害の一層の抑止を図る必要がある。

　※　実績値は暦年統計

主要施策：６　犯罪抑止対策の推進

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　徳島東警察署の整備
　　治安・防災拠点となる新庁舎の整備に向け、
　整備場所を徳島地方裁判所跡地と決定し、整備
　手法については各種調査を実施のうえ、警察署
　単独事業としては全国初となるPFI手法とする
　こととした。
２　警察署、交番・駐在所等の整備
　　石井警察署の耐震改修工事を完了した。
　　美馬警察署の耐震改修工事に着手した。
　　鳴門警察署及び牟岐警察署において防災機能
　強化工事を実施した。
　　徳島西警察署蔵本町交番の改築工事を完了し
　た。
　　那賀警察署那賀町平谷駐在所の改築工事を完
　了した。

＜課題＞
　南海トラフ巨大地震等への備えや増加する老朽
施設等への対策を講じる必要がある。

部局

☆☆☆

部局今後の取組方針

警察

H27取組内容と進捗状況・課題主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

番号
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

3,000
人

3,000
人

3,000
人

3,000
人

3,086人 ◎

推進 → → →

1,100
人

1,200
人

1,300
人

1,400
人

1,185
人

◎

推進 → → →

8回 8回 8回 8回 10回 ◎

●「徳島県暴力団排除条例」の周知徹底を図るとと
もに、関係機関、事業者等との連携を更に強化し、
地域社会と一体となった暴力団の排除活動を推進し
ます。＜警察＞

警察

○不当要求防止責任者講習
　及び暴力団排除講習受講者数
　　　㉕３，２３１人
　　　→㉗～㉚年間３，０００人以上

○自主防犯ボランティア研修受講者数（累計）
　　　㉕９１２人→㉚１，４００人

●社会全体で被害者を支え、命の大切さを学ぶ教室
の実施、犯罪被害者等による講演の実施、広報啓発
活動を実施し、被害者も加害者も出さない社会づく
りを推進します。
＜警察＞ 警察

○「命の大切さを学ぶ教室」及び各種会合におけ
る犯罪被害者等による講演の実施回数
　　　㉕５回→㉗～㉚年間８回以上

・暴力団排除意識の高揚を図り、地域社会が一体
となるため、繰り返し講習会等を実施する。

・多くの県民が犯罪被害者等に対する配慮や協力
意識のかん養に努められるよう、継続して教室や
講演等を実施する。

危機

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　不当要求防止責任者講習
　　（H27：14回・受講者数471人）
２　暴力団排除講習
　　（H27：42回・参加者数2,615人）
　上記取組により、数値目標（3,000人）を上回
る3,086人を達成した。

＜課題＞
　暴力団排除に向けた地域社会の一体感が低下し
ないよう、今後も継続した取組を実施する必要が
ある。

　※実績値は暦年統計

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　犯罪被害者等による命の大切さを学ぶ教室
　　（H27：8回・聴講者3,023人）
２　犯罪被害者等によるその他講演等
　　（H27：2回・聴講者180人）
　上記取組により、数値目標（８回）を上回る10
回を達成した。

＜課題＞
　社会全体で犯罪被害者等の心情や抱えている問
題について理解を深める必要がある。

　※実績値は暦年統計

335

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　関係機関（行政、防犯団体、教育機関、事業
者等）が連携し、安全で安心なまちづくりを推進
するための「徳島県安全で安心なまちづくり推進
協議会」を開催し、当年度の事業説明や条例の啓
発推進について報告、協議した。
２　「全国地域安全運動」期間（１０月１１日～
２０日）に合わせて、安全で安心なまちづくりに
関する啓発のため「徳島県安全で安心なまちづく
り推進大会」を開催し、県民等に対し、安全で安
心なまちづくりの機運を醸成した。
３　地域で自主防犯活動団体を設置できるよう自
主防犯ボランティアリーダー研修会」を県内３カ
所（県央、県西、県南）で実施し、研修受講者に
修了証を発行した。
　上記取り組みにより、数値目標の達成度は
107.7％となり、また、県民の自主防犯活動への
参加促進と、自主防犯活動のリーダーの資質向上
が図られた。
　
＜課題＞
自主防犯ボランティア団体の構成員の高齢化が進
んでおり、若年者の活動への参加拡大が必要であ
る。

333

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題

自主防犯ボランティア団体の効果的な活動を推進
するため、地域で発生する特殊詐欺等の犯罪、街
頭犯罪、インターネットを介した犯罪に関する情
報提供や啓発等、犯罪被害の防止、防犯活動の支
援につながる効果的な研修会を実施する。

334

●「徳島県安全で安心なまちづくり条例」に基づ
き、地域自主防犯活動を促進するとともに、犯罪の
防止に配慮したまちづくりを推進します。＜危機＞

今後の取組方針 部局
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

336 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　人員の配置基準の見直し
　　全42所属中16所属で実施した。
２　組織体制の在り方検討
　　４つのプロジェクトチームによる検討会等を
　重ね、組織体制の見直し等の大綱方針（案）を
　作成した。
　上記取組により、初動対応の強化及び組織体制
の見直しに努めた。

＜課題＞
　治安情勢の変化や治安上の新たな脅威等に的確
に対応するため、組織体制の在り方等の検討を推
進する必要がある。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●新たな管轄区域の見直しや組織体制の再構築、
効率的な人員配置により、柔軟で強靱な組織基盤
の整備を図り、事件事故の徹底抑止、迅速・的確
な初動対応を行います。

・効率的な人事配置とともに、部門横断的でしな
やかな組織体制の再構築を検討する。

警察

337 推進 → → →

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　犯罪被害者週間（11月25日～12月1日）にあ
わせて、犯罪被害者支援講演会を開催し、一般県
民、関係機関の職員の犯罪被害者支援に対する理
解の醸成を図った。（平成27年11月27日約60名）
２　市町村や関係機関の担当職員を対象とした研
修会を開催。犯罪被害者にとって、最も身近な行
政機関である市町村において犯罪被害者等への相
談体制を充実させることが重要であることから、
被害者が二次的被害を受けることがないよう、犯
罪被害者支援に対する担当職員の理解の醸成を
図った。

＜課題＞
行政の担当窓口と専門職を配置する支援機関との
連携を密にし、さらなる連携体制の強化が必要で
ある。

市町村や関係機関の担当職員に向けて、行政の担
当窓口において、担当職員への理解の醸成により
二次的被害の防止を図るとともに、専門職を配置
する支援機関との連携強化を実現するための効果
的な研修会を開催する。

危機

●組織のあり方の見直しや効率的な人員配置によ
り、夜間・初動体制と機動力を強化し、事件事故へ
の迅速・的確な初動対応を行います。＜警察＞

●犯罪被害者やその家族等が受けた被害を回復し、
再び平穏な生活を営むことができるよう支援するた
め、犯罪被害者等への対応を総合的に推進します。
＜危機＞

今後の取組方針番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 部局
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

30人
以下

27人
（暦年）

－

900
団体

900
団体

900
団体

900
団体

1,005
団体

◎

98% 98% 98% 98% 98.4% ◎

98% 98% 98% 98% 91.5% ○

55% 55% 55% 55% 34.1% △

・高齢者の死者率を減少させるため、関係機関団
体と連携した対策の強化を図るほか、シートベル
トやチャイルドシート着用促進に向け、教育機器
を利用した体験講習や広報活動を推進する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
１　交通安全対策協議会幹事会等の開催
(H27:10回)
２　交通死亡事故抑止重点運動の実施
(年間を通じて実施)
･　シートベルト一斉調査
(H27:3回)
･　高齢者宅訪問
(4月第2週、9月第4週、10月第5週に集中実施)
･　反射材街頭配布
(H27:4月第2週、9月第4週に集中実施)
･　自転車街頭一斉指導(H27:2回)
３　交通マナーアップ推進月間等の交通安全運動
実施
(H27:6回)
･　交通マナーアップ宣言団体の募集
(団体数は左記のとおり)
４　交通死亡事故抑止のための緊急対策
【交通死亡事故多発警報発令】
(H27:2回)
５　高齢者自転車安全競技大会の実施
(H27:1回)
６　シートベルト体験講習会の実施
(H27:交通安全運動時に2回ずつ実施)
７　シートベルト着用啓発「人の波作戦」の実施
等
(H27:97回)
以上の取り組みにより、交通事故による死者数27
人という成果である。

＜課題＞
高齢者の死亡率を減少させるため、関係機関団体
と連携した対策の強化が必要である。

危機
警察

○シートベルト着用率（後部席）
　　　㉕３５．９％→㉗～㉚毎年度５５％以上

○シートベルト着用率（助手席）
　　　㉕９４．６％→㉗～㉚毎年度９８％以上

○交通事故による死者数 【主要指標】
　　　㉕４９人→㉚３０人以下

○シートベルト着用率（運転席）
　　　㉕９８．３％→㉗～㉚毎年度９８％以上

○交通マナーアップ宣言団体数
　　㉕９７３団体→㉗～㉚毎年度９００団体以上

●関係機関・団体と連携し、「交通マナーアップ推
進月間（７月・８月）」を推進するなど、交通事故
の抑止に向け、交通ルールの遵守とマナーアップの
ための対策を推進します。＜危機・警察＞

338

部局

☆ C

主要施策：７　交通ルール遵守とマナーの
　　　　　　　向上

危機・県土・警察

実績値
（H27）

番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

数値目標
の達成度

部局今後の取組方針H27取組内容と進捗状況・課題

50 



Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

2.0km 2.0km 2.0km 2.0km 1.7km ○

11箇所 22箇所 12箇所 ◎

11.0km 11.0km 11.0km 11.8km 11.0km ◎

順次
整備

→ → →

67.5% 70.0% 72.5% 75.0% 69.2% ◎

推進 → → →

25箇所 26箇所 27箇所 28箇所 25箇所 ◎

県土○歩道等の整備延長
　　㉕２.６km→㉗～㉚年間２ｋｍ以上を整備

○無電柱化した県管理道路の延長（累計）
　　　㉕11.0km→㉚11.8km

○社会資本整備重点計画に基づく事故危険箇所
　における安全対策の実施箇所数（累計）
　　　㉕－→㉘２２箇所

＜H27取組内容と進捗状況＞
　車両用LED式信号灯器
　（H27：323灯整備・累計：5,653灯／8,167灯）
　上記取組により、目標数値（67.5%）を上回る
69.2%を達成した。

＜課題＞
　車両用LED式信号灯器を含めた交通安全施設の
計画的な整備を図っていく必要がある。

＜H27取組内容と進捗状況＞
・対向車接近システム等設置
　　累計２５箇所設置（H27:1箇所設置）

　上記の取り組みにより、数値目標を達成した。

＜課題＞
・システム設置が有効な箇所選定と地元要望との
調整が必要

●交差点の交通事故防止を図るため、ドライバーか
ら見やすいＬＥＤ式信号灯器の整備を進めます。＜
警察＞

警察

○車両用ＬＥＤ式信号灯器の割合（再掲）
　　　㉕６１．５％→㉚７５％

○対向車接近表示システム等設置箇所数（累計）
　　　㉕２３箇所→㉚２８箇所

県土341

●中山間地域の幅員狭小な道路において、待避所整
備に加え、「対向車接近表示システム等」を設置す
ることにより、通行の安全性、快適性を確保しま
す。（再掲）
＜県土＞

・交差点の交通事故防止を図るため、車両用LED
式信号灯器のほか、交通安全施設の計画的な整備
を推進する。

　引き続き、交通安全施設の重点的な整備を推進
する。

＜H27取組内容と進捗状況＞
・歩道整備延長
　　１３路線　１．７kmの歩道整備を実施
・事故危険箇所
　　累計１２箇所の安全対策を実施
・無電柱化
　　電線共同溝設置に向けた歩道整備を鳴門市で
実施

＜課題＞
１　用地取得に沿道住民の理解を得るため、事業
目的や効果等の十分な説明が重要。
２　警察、関係機関等と調整・検討が重要
３　電線等管理者との合意形成が必要

339

●全ての人々が安全・安心して暮らせるよう、歩道
等の整備や、事故危険箇所における交通安全対策の
整備を推進します。（再掲）＜県土＞

340

　中山間地域の幅員狭小な道路で、対向不能延
長、交通量、地元要望等を総合的に考慮し、効果
が高い箇所から整備する。

部局番号 主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

H27取組内容と進捗状況・課題 今後の取組方針
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数値目標
達成状況

委員評価

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

推進 → → →

1,100
頭

800頭 600頭 540頭 1,489頭 △

推進 → → →

20頭 40頭 70頭 100頭 6頭 △

＜H27取組内容と進捗状況＞
９月より、育成事業として開始し、災害救助犬候
補犬２頭、セラピー犬候補犬１６頭の訓練を実施
した。

＜課題＞
災害救助犬は訓練期間が長いこと、セラピー犬は
１６頭が訓練に入ったが、飼い主のモチベーショ
ンが続かず６頭の認定に留まった。災害救助犬、
セラピー犬共に、飼い主への周知・啓発が必要で
ある。

＜H27取組内容と進捗状況＞
市町村交付金により「飼い犬猫の不妊去勢」、地
域猫活動推進による飼い主のいない猫対策、ペッ
トに優しいまちづくり事業によるMC装着推進をは
かり、迷子犬猫の飼い主返還率向上、広域譲渡の
拡充をはかった。

＜課題＞
予測不可能な気候的好条件により、飼い主不明の
猫の引取が増加した。収容動物の感染症リスクの
コントロールが困難で、譲渡候補動物の死亡に繋
がった。

＜H27→H28計画の改善見直し箇所＞
●「徳島県動物愛護管理推進計画」に基づき、不
妊・去勢の推進のため、交付金事業を拡充し、市
町村との連携を深め引取につながる繁殖抑制を図
る。適正飼養にかかる啓発、譲渡の推進を図るた
め、環境省のモデル事業活用等により強化し、犬
猫の殺処分頭数ゼロを目指します。

飼い主不明の猫の引取が増加したことをうけ、飼
い主がいない猫対策を環境問題として捉え、市町
村、ＴＮＲ活動ボランティア等の協力体制の構築
の強化する。さらに譲渡候補動物の健康管理の改
善と、情操教育、ボランティア活動を活性化し譲
渡推進を図る。

平成27年度は、災害救助犬候補犬として2頭を認
定を行った。H28年度は、この2頭について災害救
助犬認定試験を行うと同時に、新たな災害救助犬
候補犬、セラピー犬の育成のため飼い主募集に特
に重点的に取り組む。

危機

●人と動物の「共助・共生モデル」として、動物愛
護管理センターに収容された犬を「災害救助犬・セ
ラピードッグ」等として育成し、人と動物の尊い命
を守り、命の尊さを啓発します。＜危機＞

●「徳島県動物愛護管理推進計画」に基づき、不
妊・去勢の推進、適正飼養にかかる啓発、譲渡の推
進を図り、犬猫の殺処分頭数ゼロを目指します。＜
危機＞

342

343

○犬猫の殺処分頭数【主要指標】
　　　㉕２，２９０頭→㉚５４０頭

○災害救助犬・セラピードッグ等育成頭数
 （累計）
　　　㉕－→㉚１００頭

危機

主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

実績値
（H27）

数値目標
の達成度

今後の取組方針 部局

部局

☆ C 危機

主要施策：８　人と動物がともに暮らせる
　　　　　　　地域づくり

H27取組内容と進捗状況・課題番号
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